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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

米国会計基準 

 （注）１．営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 

回次 第19期中 第20期中 第21期中 第19期 第20期 

会計期間 

平成15年 
４月１日から 
平成15年 
９月30日まで 

平成16年
４月１日から 
平成16年 
９月30日まで 

平成17年
４月１日から 
平成17年 
９月30日まで 

平成15年
４月１日から 
平成16年 
３月31日まで 

平成16年 
４月１日から 
平成17年 
３月31日まで 

営業収益 百万円 5,412,424 5,321,619 5,231,483 11,095,537 10,805,868

税引前中間（当期）純利益 百万円 793,393 774,160 833,642 1,527,348 1,723,312

中間（当期）純利益 百万円 334,304 344,554 330,733 643,862 710,184

純資産額 百万円 6,015,130 6,794,450 6,586,007 6,397,972 6,768,603

総資産額 百万円 19,548,916 19,154,597 18,649,719 19,434,873 19,098,584

１株当たり純資産額 円 377,547.66 431,648.30 476,472.06 406,447.52 453,059.74

１株当たり中間（当期）純
利益 

円 20,982.78 21,889.00 22,338.87 40,607.65 45,891.26

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益 

円 － － － － －

自己資本比率 ％ 30.8 35.5 35.3 32.9 35.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 1,504,372 1,271,510 1,599,530 3,480,591 2,829,813

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △992,364 △1,034,615 △1,210,675 △2,136,810 △1,768,361

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

百万円 △363,545 △222,791 △637,897 △1,222,531 △1,111,963

現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

百万円 1,461,462 1,447,958 1,138,281 1,431,421 1,381,959

従業員数 人 221,265 216,340 211,619 205,288 201,486



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．営業収益には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

回次 第19期中 第20期中 第21期中 第19期 第20期 

会計期間 

平成15年 
４月１日から 
平成15年 
９月30日まで 

平成16年
４月１日から 
平成16年 
９月30日まで 

平成17年
４月１日から 
平成17年 
９月30日まで 

平成15年
４月１日から 
平成16年 
３月31日まで 

平成16年 
４月１日から 
平成17年 
３月31日まで 

営業収益 百万円 141,587 200,104 192,398 258,104 323,261

経常利益 百万円 73,033 125,331 118,604 78,664 151,700

中間（当期）純利益 百万円 229,992 408,904 339,612 240,306 455,660

資本金 百万円 937,950 937,950 937,950 937,950 937,950

発行済株式総数 株 15,932,445 15,741,209 15,741,209 15,741,209 15,741,209

純資産額 百万円 5,294,531 5,536,053 4,930,040 5,167,876 5,170,267

総資産額 百万円 9,048,599 9,008,859 8,276,392 8,616,756 8,401,448

１株当たり純資産額 円 332,318.36 351,702.92 356,669.28 328,297.58 346,069.68

１株当たり中間（当期）純
利益 

円 14,435.58 25,977.09 22,938.61 15,150.87 29,439.71

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益 

円 － － － － －

１株当たり中間（年間）配
当額 

円 2,500.00 3,000.00 3,000.00 5,000.00 6,000.00

自己資本比率 ％ 58.5 61.5 59.6 60.0 61.5

従業員数 人 3,211 2,849 2,801 3,056 2,792



２【事業の内容】 

 ＮＴＴグループ（当社及び当社の関係会社）は、地域通信事業、長距離・国際通信事業、移動通信事業及びデータ通信事業を

主な事業内容としております。 

 連結子会社の事業内容及び当該事業に係る位置付けにつきましては、次のとおりであります。 

  

① 地域通信事業 

 当事業は、国内電気通信事業における県内通信サービスの提供及びそれに附帯する事業を主な事業内容としております。 

（主な連結子会社の異動） 

 株式会社ＮＴＴ東日本―東京中央他３社を新たに連結子会社としております。 

 株式会社エヌ・ティ・ティエックス他３社は清算により、株式会社エヌ・ティ・ティサービス東京他33社が合併により消滅し

たことにより、連結範囲から除外しております。 

  

② 長距離・国際通信事業 

 当事業は、国内電気通信事業における県間通信サービス、国際通信事業及びそれに附帯する事業を主な事業内容としておりま

す。 

（主な連結子会社の異動） 

 NTTA&A Investment, Inc.他１社がNTT America, Inc.と合併したことにより連結範囲から除外しております。 

 なお、ドリームネット株式会社は平成17年９月30日に解散しており、NTT USA, Inc.及びNTT INVESTMENT SINGAPORE PTE. LTD.

については、解散することを決定しております。 

  

③ 移動通信事業 

 当事業は、携帯電話事業、ＰＨＳ事業等の事業及びそれに附帯する事業を主な事業内容としております。 

（主な連結子会社の異動） 

 株式会社ディーツーコミュニケーションズ、ドコモ・ビジネスネット株式会社他10社を新たに連結子会社としております。 

 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモがHutchison 3G UK Holdings Limitedの株式売却にあたり、連結子会社２社の株式を売却

したことにより、当該２社を連結範囲から除外しております。 

  

④ データ通信事業 

 当事業は、システムインテグレーション、ネットワークシステムサービス等の事業を主な事業内容としております。 

（主な連結子会社の異動） 

 エヌ・ティ・ティ・データ・セキュリティ株式会社、株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・コミュニティ・プロデュース、日

本キャップジェミニ株式会社、株式会社スミス他32社を新たに連結子会社としております。 

 なお、日本キャップジェミニ株式会社は平成17年10月１日にザカティーコンサルティング株式会社に商号を変更しておりま

す。 

  

⑤ その他の事業 

（主な連結子会社の異動） 

 NTT Leasing(U.S.A.), Inc.、エヌ・ティ・ティ・レンタル・エンジニアリング株式会社、エヌ・ティ・ティ・スポーツコミュ

ニティ株式会社、株式会社エヌ・ティ・ティメディアクロス及び株式会社エヌ・ティ・ティ・トラベルサービス他４社を新たに

連結子会社としております。 

 エヌ・ティ・ティ・ブロードバンドイニシアティブ株式会社は清算により、株式会社エヌ・ティ・ティ・ファイナンス・ジャ

パンはエヌ・ティ・ティ・リース株式会社と合併したことにより、連結範囲から除外しております。 

  

 



３【関係会社の状況】 

 新たに当社の連結子会社となった会社は以下のとおりであります。 

 

名称 住所 資本金 
主要な事業の
内容 

議決権の所有割
合（％） 

関係内容 

（連結子会社）   百万円

株式会社ＮＴＴ東日
本―東京中央 

東京都千代田
区 

40 地域通信
100.0
(100.0) 

同社は東日本電信電話
株式会社等に対する各
種受託業務等を主な事
業としております。 
役員の兼任 無 

    百万円

株式会社ディーツー
コミュニケーション
ズ 

東京都港区 980 移動通信
54.0
(54.0) 

同社は「ｉモード」の
コンテンツサイトを媒
体とした広告の製作運
営を主な事業としてお
ります。 
役員の兼任 無 

    百万円

ドコモ・ビジネスネ
ット株式会社 

東京都港区 100 移動通信
100.0
(100.0) 

同社は携帯電話の営業
販売業務等を主な事業
としております。 
役員の兼任 無 

    百万円

エヌ・ティ・ティ・
データ・セキュリテ
ィ株式会社 

東京都港区 300 データ通信
100.0
(100.0) 

同社はセキュリティサ
ービスの提供等を主な
事業としております。 
役員の兼任 無 

    百万円

株式会社エヌ・テ
ィ・ティ・データ・
コミュニティ・プロ
デュース 

東京都港区 200 データ通信
95.0
(95.0) 

同社はコンサルティン
グサービスの提供等を
主な事業としておりま
す。 
役員の兼任 無 

    百万円

日本キャップジェミ
ニ株式会社 
＊ 

東京都港区 95 データ通信
95.0
(95.0) 

同社はコンサルティン
グサービスの提供等を
主な事業としておりま
す。 
役員の兼任 無 

    百万円

株式会社スミス 東京都豊島区 94 データ通信
86.4
(86.4) 

同社はシステム設計及
び開発等を主な事業と
しております。 
役員の兼任 無 

    千米ドル

NTT Leasing
(U.S.A.), Inc. 

アメリカ 5,000 その他
100.0
(100.0) 

同社は米国におけるリ
ース、営業貸付、債券
投資等の業務を主な事
業としております。 
役員の兼任 無 

    百万円

エヌ・ティ・ティ・
レンタル・エンジニ
アリング株式会社 

東京都千代田
区 

380 その他
52.0
(52.0) 

同社は電気通信設備等
工事用及び保守用機器
等のレンタル、リース
等を主な事業としてお
ります。 
役員の兼任 無 



 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数です。 

３．＊日本キャップジェミニ株式会社は平成17年10月１日にザカティーコンサルティング株式会社に商号を変更しておりま

す。 

 

名称 住所 資本金 
主要な事業の
内容 

議決権の所有割
合（％） 

関係内容 

    百万円

エヌ・ティ・ティ・
スポーツコミュニテ
ィ株式会社 

埼玉県さいた
ま市 

340 その他
90.0
(90.0) 

同社はプロサッカーク
ラブの経営等を主な事
業としております。 
役員の兼任 無 

    百万円

株式会社エヌ・テ
ィ・ティメディアク
ロス 

東京都港区 100 その他
100.0
(100.0) 

同社は電気通信事業法
に定める電気通信事業
等を主な事業としてお
ります。 
役員の兼任 無 

    百万円

株式会社エヌ・テ
ィ・ティ・トラベル
サービス 

東京都台東区 90 その他
75.0
(50.0) 

同社は旅行業法に基づ
く旅行業等を主な事業
としております。 
役員の兼任 無 

その他 49社   



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

  

(2）提出会社の状況 

  

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

  （平成17年９月30日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

地域通信事業 130,552 

長距離・国際通信事業 10,436 

移動通信事業 22,181 

データ通信事業 19,999 

その他の事業 28,451 

合計 211,619 

  （平成17年９月30日現在）

従業員数（人） 2,801 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業の設備投資が増加し、雇用情勢の改善に広がりが見られるとともに、個人

消費が緩やかに増加するなど、景気は緩やかな回復が続きました。 

 情報通信市場におきましては、大容量の情報を高速で伝達する通信のブロードバンド化、また、「いつでもどこでも」情報

をやりとりできるユビキタス化の進展などにともない、市場環境が激しく変化しております。成長を続けるブロードバンド市

場においては、光アクセスサービスの普及が加速し、契約純増数において、ＡＤＳＬサービスを上回る傾向が顕著となりまし

た。移動通信市場では、契約数全体としての伸びは鈍化傾向にあるものの、第二世代移動通信サービスから第三世代移動通信

サービスへの移行が進展するなか、引き続きサービス・料金競争が厳しい状況にあります。また、規模の縮小が続く固定電話

市場では、他事業者が直収電話サービスに本格的に参入し、基本料を含めた通信料金全般をめぐる厳しい競争が行われており

ます。一方、ネットワークと情報家電、固定通信と移動通信、さらにはＩＰ（インターネット・プロトコル）規格の多チャン

ネルＴＶ放送に代表される通信と放送といったサービスの融合の動きが進展しております。 

 このようななか、ＮＴＴグループは、「ＮＴＴグループ中期経営戦略」（昨年11月発表）の早期実現に向け、持株会社に

「中期経営戦略推進室」を社長直結組織として設置するとともに、「次世代ネットワーク推進室」および「ビジネスプロセス

改革推進室」を設置するなど、推進体制の強化を図りました。 

 具体的な事業展開として、ＮＴＴグループは、超高速で双方向性・安定性に優れた光アクセスサービスについて、固定電話

並みに高品質なＩＰ電話サービスの提供範囲の拡大や、積極的なキャンペーンの展開、映像サービスの充実などに総力を挙げ

て取り組みました。第三世代移動通信サービス「ＦＯＭＡ」につきましても、端末の機能・サービスの拡充や、新たな料金プ

ランの受付開始などにより、契約数の維持・増加に努めてまいりました。さらに、固定通信と移動通信の融合を図る取り組み

として、無線ＬＡＮ機能を搭載した「ＦＯＭＡ」を活用することにより、事業所内では高品質なＩＰ電話として、また屋外で

は携帯電話としてご利用いただけるソリューションメニューを追加しました。一方、外出先でも高速なインターネットがご利

用できる公衆無線ＬＡＮサービスについては、お客様の利便性向上および事業の効率化を図る観点から、グループ会社の連携

による相互乗り入れ（ローミング）や基地局の設備の共用を目指した取り組みも進めました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間のＮＴＴグループの連結営業収益は５兆2,315億円（前年同期比1.7％減）、連結税引前中

間純利益は8,336億円（前年同期比7.7％増）、連結中間純利益は3,307億円（前年同期比4.0％減）となりました。 

  

 なお、平成17年６月28日開催の第20回定時株主総会においてご承認いただいた、当社普通株式125万株、総額6,000億円を限

度とした自己株式の取得につきましては、当中間連結会計期間において、株式数1,116,743株、総額5,393億8,686万円の取得を

実施しております。 

  

 各事業の種類別セグメントの業績につきましては、次のとおりです。 

  

① 地域通信事業 

 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（東西地域会社）は、ブロードバンドサービスの拡充および固定電

話市場における競争への対応による収益基盤の確保に積極的に取り組むとともに、経営の効率化に引き続き努めました。 

 ブロードバンドサービスにつきましては、光アクセスサービスにおいて、低廉かつ固定電話並みに高品質なＩＰ電話サー

ビス「ひかり電話」をご利用いただける範囲の拡大や、集合住宅向け営業の推進、期間限定の料金割引施策の積極的な展開

などにより、精力的な販売に取り組みました。また、コンテンツ・プロバイダとも連携を図りつつ魅力的な映像コンテンツ

を充実させることを通じて、光アクセスサービスの利便性向上に努めました。さらに、法人のお客様向けに提供している

「ひかり電話ビジネスタイプ」に組み合わせることが可能な、無線ＬＡＮ対応のモバイルＩＰ電話端末の販売を開始するな

ど、多様化するお客様ニーズへの対応を図りました。 

 既存の固定電話サービスにつきましては、厳しい競争環境に対応し、複数回線の電話料金の一括ご請求を差し上げている

お客様を対象に、基本料（回線使用料）の割引を実施しました。 

 一方、構造改革を継続的に推進し、各種コスト削減の徹底などに努めてまいりましたが、東日本電信電話株式会社におき

ましては、都道県域の営業系・設備系・共通系の三つのアウトソーシング会社を都道県単位に統合するなど、さらなる経営

の効率化を図りました。 

 競争激化、固定電話市場の縮小など厳しい経営環境のなか、以上のような経営努力を行ってまいりましたが、地域通信事

業における当中間連結会計期間の営業収益は２兆1,881億円（前年同期比2.1％減）にとどまりました。 

  

② 長距離・国際通信事業 



 エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社は、事業ビジョンである「グローバルＩＰソリューションカンパ

ニー」を推進する取り組みを継続し、ＩＰサービスの国内外への普及拡大やソリューション事業の展開などに努めました。 

 法人のお客様向けには、世界規模で開発や設計などを行うグローバル化したお客様を対象に、当社のグローバルＩＰネッ

トワーク上で実現する広帯域な仮想専用線サービス「グローバルスーパーリンク」を開始し、グローバル拠点間の通信サー

ビスを高い品質・安全性で安価に提供するなど、ＩＰサービスのグローバルな展開に取り組みました。また、お客様に大規

模な設備をご用意いただくことなく、既存の固定電話やＩＰ電話、メール、インターネットでの受付が可能なお客様対応セ

ンターを容易に構築できるサービス「Ｃｕｓｔｏｍｅｒ Ｃｏｎｎｅｃｔ（カスタマコネクト）」の提供を開始しました。 

 個人のお客様向けには、ＯＣＮの「Ｂフレッツ」対応メニューである「ＯＣＮ 光 ｗｉｔｈ フレッツ」を本格的に販売す

る一方、映像コミュニケーションを実現するＩＰテレビ電話サービス「ドットフォン パーソナル」と「ＦＯＭＡ」とのテレ

ビ電話接続を開始するなど、お客様の利便性向上に努めました。 

 なお、既存の固定電話サービスにつきましては、「プラチナ・ライン」などの料金割引サービスの販売を通じて、激化す

る競争環境に対応しました。 

 以上の結果、長距離・国際通信事業における当中間連結会計期間の営業収益は、5,824億円（前年同期比3.2％増）となり

ました。 

  

③ 移動通信事業 

 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモは、「ＦＯＭＡ」サービスについて、電子決済などを実現する「おサイフケータイ

（ｉモード ＦｅｌｉＣａ）」対応の「ＦＯＭＡ９０１ｉＳ」シリーズや、海外でも通話やデータ通信が可能な国際ローミン

グや公衆無線ＬＡＮにも対応した「ＦＯＭＡ Ｍ１０００」などの端末ラインアップの充実、「ＦＯＭＡ」サービスの提供エ

リア（ビルの中や地下街も含めご利用可能な場所）のさらなる拡大などにより、契約数の増加を図りました。 

 「ｉモード」サービスにつきましては、収益機会の拡大を図るため、さらなる利用促進に取り組むとともに、海外の移動

通信事業者との提携により、グローバル事業の推進を図りました。当中間連結会計期間においては、ニュースや天気などの

最新情報を自動的に待ち受け画面に表示する「ｉチャネル」サービスの提供を開始し、また、イスラエルおよびロシアにお

いて新たに「ｉモード」の商用サービスが開始されております。 

 また、わかりやすい新料金プランおよび長期ご契約のお客様をさらに優遇する「（新）いちねん割引」の受付を開始する

など、お客様の利便性向上に向けた取り組みを実施しました。 

 サービス・料金競争が激化する厳しい経営環境のなか、以上のような経営努力を行ってまいりましたが、移動通信事業に

おける当中間連結会計期間の営業収益は２兆3,735億円（前年同期比3.2％減）にとどまりました。 

  

④ データ通信事業 

 株式会社エヌ・ティ・ティ・データは、カスタマーバリューを向上させるシステム・サービスを提供できるお客様満足度

Ｎｏ．１の企業を目指し、引き続き「基礎体力の向上に向けた施策」と「成長施策」についての取り組みを推進しました。 

 「基礎体力の向上に向けた施策」につきましては、ＳＩ競争力強化に向け、開発プロセスの改善・安定化、業務ノウハウ

の蓄積などにより、原価率の低減やコスト競争力の向上を図るとともに、プロジェクト管理に関する国際的な資格取得など

に努めました。また、法人分野の事業拡大に向け、物流業界や流通・外食業界との資本提携を通じて、専門性の高い業界ノ

ウハウを活用した新規顧客開拓を目指す取り組みなどを推進してまいりました。 

 一方、「成長施策」につきましては、重ねた状態でも読み取りが可能な無線ＩＣタグ（荷札）を活用し、自動車の金型在

庫管理システムをお客様と共同開発するなど、先進的ソリューションサービスの開発を行ったほか、拡張性・柔軟性に富ん

だ金融機関向けの次世代基幹系システムを他社と共同開発することで合意し、当社の基盤技術を適用する契機とするなど、

次世代基幹システム構築基盤の開発・整備に取り組みました。 

 以上の結果、データ通信事業における当中間連結会計期間の営業収益は3,791億円（前年同期比2.1％増）となりました。 

  

⑤ その他の事業 

 その他の事業においては、システムインテグレーション・情報処理事業、先端技術開発事業、インターネット関連事業、

エンジニアリング事業、金融事業、不動産事業、共通業務事業等それぞれの事業を積極的に推進しました。 

 以上の結果、その他の事業における当中間連結会計期間の営業収益は5,991億円（前年同期比6.0％増）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、中間純利益及び減価償却費などにより、１兆5,995

億円となりました。前年同期比では、3,280億円（25.8％）キャッシュ・フローが増加しておりますが、これは法人税等（純

額）の支払額が減少したことなどによるものであります。 

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」については、固定資産の取得などにより、１兆2,107億円の現金を使用しました。前

年同期比では、1,761億円（17.0％）現金支出が増加しておりますが、これはＮＴＴドコモにおける三井住友カード㈱の株式取



得等の長期投資による支出が増加したこと及び効率的な資金運用のために短期投資による支出が増加したことなどによるもの

であります。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」については、自己株式の取得などにより、6,379億円の現金を使用しました。前年同

期比では、4,151億円（186.3％）現金支出が増加しておりますが、これは長期借入金等の返済額が減少した一方で自己株式の

取得による支出が増加したことなどによるものであります。なお、前連結会計年度は第３四半期に3,665億円の自己株式の取得

による支出がありました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間末における現預金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末と比較して2,437億円

（17.6％）減少し、１兆1,383億円となりました。 

 



２【営業の実績】 

(1）電気通信回線設備等 

 前中間連結会計期間末及び当中間連結会計期間末における主要サービス別の回線設備等の状況は次のとおりであります。 

 （注） ｉモードサービスは、携帯電話（ＦＯＭＡ）分（平成16年９月30日現在6,414千契約、平成17年９月30日現在16,464千契

約）、携帯電話（ｍｏｖａ）分（平成16年９月30日現在35,947千契約、平成17年９月30日現在28,675千契約）の合計を記

載しております。 

  

 

サービスの種類 
平成16年 

９月30日現在 
平成17年
９月30日現在 

地域通信事業 

東日本 

音声伝送サービス

一般加入電話 （千加入） 25,233 24,247

公衆電話 （個） 226,643 199,237

総合ディジタル通
信サービス 

ＩＮＳネット 64 （千回線） 4,206 3,917

ＩＮＳネット 1500 （千回線） 37 37

専用サービス 

一般専用サービス （千回線） 253 227

高速ディジタル伝送サービス （千回線） 229 192

ＡＴＭ専用サービス （回線） 6,598 5,387

西日本 

音声伝送サービス

一般加入電話 （千加入） 25,653 24,712

公衆電話 （個） 240,299 214,466

総合ディジタル通
信サービス 

ＩＮＳネット 64 （千回線） 3,979 3,682

ＩＮＳネット 1500 （千回線） 21 22

専用サービス 

一般専用サービス （千回線） 234 213

高速ディジタル伝送サービス （千回線） 194 158

ＡＴＭ専用サービス （回線） 4,838 4,444

長距離・国際通信事業 

データ伝送サービ
ス 

パケット交換サービス （千回線） 878 898

フレームリレーサービス （千回線） 48 34

セルリレーサービス （回線） 378 228

ファクシミリ通信網サービス （千回線） 1,442 1,061

オープンコンピュータ通信網サービス （千回線） 4,361 4,950

専用サービス 

一般専用サービス （千回線） 12 10

高速ディジタル伝送サービス （千回線） 30 25

ＡＴＭ専用サービス （回線） 2,100 1,662

移動通信事業 

携帯電話（ＦＯＭＡ）サービス （千契約） 6,488 16,770

携帯電話（ｍｏｖａ）サービス （千契約） 40,875 33,134

ⅰモードサービス （千契約） 42,362 45,139

ＰＨＳサービス （千契約） 1,460 987



(2）営業実績 

 前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間における営業実績は次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

 

サービス種別 

前中間連結会計期間
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

金額（百万円） 金額（百万円） 

地域通信
事業 

固定音声伝送サービス 1,760,116 1,660,654 

ＩＰ系・パケット通信サービス 176,241 232,263 

システムインテグレーションサービス 50,717 56,755 

その他 248,955 238,437 

小計 2,236,029 2,188,109 

内部売上高 314,206 318,315 

地域通信事業計 1,921,823 1,869,794 

長距離・
国際通信
事業 

固定音声伝送サービス 311,057 313,980 

ＩＰ系・パケット通信サービス 161,879 173,772 

システムインテグレーションサービス 25,511 33,801 

その他 65,858 60,865 

小計 564,305 582,418 

内部売上高 57,652 52,517 

長距離・国際通信事業計 506,653 529,901 

移動通信
事業 

移動音声関連サービス 1,622,249 1,602,666 

ＩＰ系・パケット通信サービス 541,571 548,322 

その他 288,133 222,467 

小計 2,451,953 2,373,455 

内部売上高 11,686 25,550 

移動通信事業計 2,440,267 2,347,905 

データ 
通信事業 

システムインテグレーションサービス 371,305 379,053 

内部売上高 43,068 49,507 

データ通信事業計 328,237 329,546 

その他 

その他 565,318 599,050 

内部売上高 440,679 444,713 

その他事業計 124,639 154,337 

合計 5,321,619 5,231,483 



３【対処すべき課題】 

 わが国経済は、原油価格の動向が内外経済に与える影響や世界経済の動向などに留意する必要があるものの、国内民間需要に

支えられた景気回復が続くものと思われます。 

 情報通信市場におきましては、ブロードバンド化とユビキタス化が進展するなかで、ネットワークと融合した情報家電や、固

定通信と移動通信を融合したＦＭＣサービス、通信と放送を融合したサービス、ひとつのブロードバンド回線を利用した「トリ

プル・プレイ」（インターネット接続、電話、放送を組み合わせたサービス）、さらには「クワドルプル・プレイ（グランド・

スラム）」（トリプル・プレイに移動体サービスを組み合わせたもの）の実現など、さらなる発展が見込まれます。このような

市場においては、今後も新たな事業者の参入や、既存の業種を越えた企業の合従連衡などが想定されますが、競争環境が一層激

しくなるなか、多様化するお客様ニーズに的確に対応したサービスを提供していく必要があります。 

 このような状況のもと、「ＮＴＴグループ中期経営戦略」（昨年11月発表）の実現に向けた次世代ネットワーク構築のロード

マップ、ブロードバンド・ユビキタスサービスの展開について取りまとめました。 

 これにより、ＮＴＴグループは、お客様が“より高速で快適”、“安心・安全”、“いつでもどこでも何でもつながる”ブ

ロードバンド・ユビキタスサービスを提供するネットワーク環境を実現し、多彩なアプリケーションサービスを“簡単・便利”

にご利用いただけるようにすることにより、個人やコミュニティにとっての豊かなコミュニケーション環境の創造、企業活動の

効率化や新たなビジネス機会の創出などに寄与していきます。 

 そのため、次世代ネットワークをオープンなネットワークとすることにより、ＮＴＴグループ以外の様々なプレイヤーが次世

代ネットワークを利用して多彩なサービスやビジネスモデルを開拓・展開できるようにするとともに、これらのプレイヤーの

方々と様々な形態でのアライアンスを積極的に推進していく考えです。このような取り組みにより、我が国が直面する少子高齢

化、介護・医療問題、雇用のミスマッチ、防犯・防災、エネルギー・環境問題等の社会的課題を克服し、活力ある高齢化社会を

実現するためのｅ－Ｊａｐａｎ戦略、ｕ－Ｊａｐａｎ政策の実現に貢献していくとともに、グループの企業価値の増大に努めて

まいる所存です。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約はありません。 

  

 



５【研究開発活動】 

 ＮＴＴグループは、基盤技術の事業化を企画、推進する「総合プロデュース機能」を展開し、「曲げ」「折り」「結び」が自

在にでき接続も簡単な光ファイバコードを開発するなど、「ＮＴＴグループ中期経営戦略」の取り組みなどを下支えするさまざ

まな研究開発に取り組みました。 

  

 なお、当中間連結会計期間における各事業の種類別セグメントの研究開発の概要は、次のとおりであります。 

  

  

  

事業の種類別セグメントの名称 
金額 

（百万円） 
摘要

地域通信事業 70,172
ＩＰ・ブロードバンド化の進展、ユーザニーズの多様
化に対応するアクセスサービスの拡充及び付加価値の
高いサービスの研究開発等 

長距離・国際通信事業 11,220
ＩＰネットワークからプラットフォームの分野におけ
る高い付加価値をもったサービス開発等 

移動通信事業 50,227

「ＦＯＭＡ」サービスの拡充、「ｉモード」サービス
の高機能化及びネットワークのＩＰ化等、より多彩な
サービスを提供するための研究開発ならびに今後の移
動通信の発展を見据えた基礎研究等 

データ通信事業 7,041
新規事業の推進、システムインテグレーションの競争
力強化及び将来に向けた基盤技術開発の３つの分野に
おける重点的な技術開発等 

その他の事業 64,802
通信システムや新サービスを実現するための共通技術
や、ネットワークサービスの革新をもたらす新原理、
新部品、新素材技術に関する研究開発等 

小計 203,462

内部取引 63,439

合計 140,023



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 61,929,209 

計 61,929,209 

種類 
中間会計期間末現在発行数 

（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 15,741,209 15,741,209

㈱東京証券取引所
（市場第一部） 
㈱大阪証券取引所 
（市場第一部） 
㈱名古屋証券取引所 
（市場第一部） 
福岡証券取引所 
札幌証券取引所 
ニューヨーク証券取引所 
ロンドン証券取引所 

－ 

計 15,741,209 15,741,209 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

－ 15,741,209 － 937,950 － 2,672,826



(4）【大株主の状況】 

 （注） 当社は自己株式1,918,767.86株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。 

 

  （平成17年９月30日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

財務大臣 東京都千代田区霞が関３丁目１番１号 5,308,518.26 33.72

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 670,978.00 4.26

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 475,315.00 3.02

モクスレイ．アンド．カンパ
ニー 
（常任代理人 ㈱東京三菱銀
行） 

23,WALL STREET, NEW YORK, N.Y.10015 
U.S.A. 
（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号） 

384,439.00 2.44

ザ チェース マンハッタン バ
ンク エヌエイ ロンドン 
（常任代理人 ㈱みずほコー
ポレート銀行） 

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET, LONDON 
EC2P 2HD,ENGLAND 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

241,157.00 1.53

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー
505103 
（常任代理人 ㈱みずほコー
ポレート銀行） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 
U.S.A. 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

162,145.00 1.03

ＮＴＴ社員持株会 東京都千代田区大手町２丁目３番１号 137,065.22 0.87

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 95,953.68 0.61

住友信託銀行株式会社（信託
Ｂ口） 

大阪府大阪市中央区北浜４丁目５番33号 90,917.00 0.58

資産管理サービス信託銀行株
式会社（信託Ｂ口） 

東京都中央区晴海１丁目８番12号 86,349.00 0.55

計 － 7,652,837.16 48.62



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 上記「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が12,057株及び名義人以外から株券喪失登録のあ

る株式が７株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12,057個、株主名簿上は当社名義となって

いるが実質的に保有していない完全議決権株式に係る議決権の数６個及び名義人以外から株券喪失登録のある株式に係る

議決権の数７個が含まれておりません。 

  

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に保有していない株式が６株あります。 

なお、当該株式数は上記（発行済株式）の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。 

 

      （平成17年９月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,918,820 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  13,785,047 13,772,977 ― 

端株 普通株式    37,342 ― ― 

発行済株式総数 普通株式  15,741,209 ― ― 

総株主の議決権 ― 13,772,977 ― 

     （平成17年９月30日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数
の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合 

（％） 

日本電信電話㈱ 
東京都千代田区大手
町２丁目３番１号 

1,918,767 － 1,918,767 12.2

関東通信輸送㈱ 
東京都新宿区西新宿
３丁目６番４号 

30 － 30 0.0

エヌ・ティ・ティ・ビジ
ュアル通信㈱ 

東京都港区麻布台１
丁目11番９号 

20 － 20 0.0

信越電通運送㈱ 
長野県長野市青木島
４丁目４番９ 

3 － 3 0.0

計 － 1,918,820 － 1,918,820 12.2



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 486,000 452,000 479,000 495,000 506,000 593,000 

最低（円） 422,000 430,000 438,000 471,000 473,000 475,000 



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号、以

下「中間連結財務諸表規則」という。）第81条の規定により、米国預託証券の発行等に関して要請されている用語、様式及び

作成方法、即ち、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則に基づき作成しております。 

 また、中間連結財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。 

  

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号、以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

 また、中間財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、

中央青山監査法人及びあずさ監査法人の監査を各々受けております。 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

 

    
前中間連結会計期間末
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現預金及び現金同等物   1,447,958 1,138,281 1,381,959 

２．短期投資   － 313,124 264,455 

３．受取手形及び売掛金   1,626,649 1,613,175 1,846,176 

４．貸倒引当金   △39,240 △37,561 △35,912 

５．棚卸資産   305,821 342,196 284,826 

６．前払費用及びその他の流動
資産 

  417,745 414,311 453,173 

７．繰延税金資産   255,418 266,295   321,936 

流動資産合計   4,014,351 20.9 4,049,821 21.7 4,516,613 23.6

Ⅱ 有形固定資産 
(注１，
２，３)

 

１．電気通信機械設備   13,981,295 14,208,168 13,945,449 

２．電気通信線路設備   12,732,021 12,989,043 12,865,704 

３．建物及び構築物   5,580,208 5,632,761 5,602,881 

４．機械、工具及び備品   1,959,701 1,935,152 1,918,728 

５．土地   840,684 846,711 837,103 

６．建設仮勘定   343,558 348,443 258,455 

小計   35,437,467 35,960,278 35,428,320 

減価償却累計額   △24,794,179 △25,501,395 △24,947,768 

有形固定資産合計   10,643,288 55.6 10,458,883 56.1 10,480,552 54.9

Ⅲ 投資及びその他の資産    

１．関連会社投資 
(注２，
４，11)

444,047 241,689 178,033 

２．市場性のある有価証券及び
その他の投資 

(注５) 244,034 466,270 438,159 

３．営業権 (注９) 287,871 333,033 320,536 

４．その他の無形資産   1,278,288 1,322,392 1,329,631 

５．その他の資産   666,504 702,146 707,543 

６．繰延税金資産   1,576,214 1,075,485 1,127,517 

投資及びその他の資産合計   4,496,958 23.5 4,141,015 22.2 4,101,419 21.5

資産合計   19,154,597 100.0 18,649,719 100.0 19,098,584 100.0

     



  

  

  

    
前中間連結会計期間末
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債及び資本の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．短期借入金   296,444 564,722 422,886 

２．１年以内の返済予定長期借
入債務 

  809,705 976,305 779,198 

３．買掛金   1,067,783 1,030,244 1,465,229 

４．未払人件費   377,666 384,255 493,935 

５．未払利息   16,415 13,486 18,200 

６．未払法人税等   238,281 200,342 115,084 

７．未払消費税等   28,527 33,565 16,034 

８．前受金   68,609 81,750 67,389 

９．その他の流動負債   295,737 393,944 301,624 

流動負債合計   3,199,167 16.7 3,678,613 19.7 3,679,579 19.3

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入債務   4,730,051 4,087,072 4,323,751 

２．リース債務   232,448 113,833 187,845 

３．未払退職年金費用   2,005,899 1,860,718 1,861,073 

４．その他の固定負債   550,084 531,004 548,464 

固定負債合計   7,518,482 39.2 6,592,627 35.4 6,921,133 36.2

Ⅲ 少数株主持分   1,642,498 8.6 1,792,472 9.6 1,729,269 9.1

Ⅳ 資本    

１．資本金   937,950 4.9 937,950 5.0 937,950 4.9

２．資本剰余金 (注９) 2,781,387 14.5 2,841,100 15.2 2,799,828 14.7

３．利益剰余金   3,016,457 15.8 3,620,780 19.4 3,334,866 17.5

４．その他の包括利益（△損
失）累積額 

  58,931 0.3 92,947 0.5 63,066 0.3

５．自己株式   △275 △0.0 △906,770 △4.8 △367,107 △2.0

資本合計   6,794,450 35.5 6,586,007 35.3 6,768,603 35.4

負債及び資本合計   19,154,597 100.0 18,649,719 100.0 19,098,584 100.0

     

区分 
注記
番号 

金額（円） 金額（円） 金額（円） 

１株当たり情報：   

純資産額   431,648.30 476,472.06 453,059.74



②【中間連結損益計算書】 

  
 

    
前中間連結会計期間

（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間連結会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 営業収益    

１．固定音声関連収入   1,800,977 1,701,200 3,578,092 

２．移動音声関連収入   1,614,945 1,580,627 3,216,107 

３．IP系・パケット通信収入   876,012 947,472 1,772,737 

４．通信端末機器販売収入   353,824 283,721 688,083 

５．システムインテグレーショ
ン収入 

  388,101 402,884 910,273 

６．その他の営業収入   287,760 315,579 640,576 

営業収益合計   5,321,619 100.0 5,231,483 100.0 10,805,868 100.0

Ⅱ 営業費用 (注８)  

１．サービス原価   1,092,651 1,063,389 2,349,151 

２．通信端末機器原価   622,036 573,731 1,260,252 

３．システムインテグレーショ
ン原価 

  241,327 247,553 592,035 

４．減価償却費   1,052,720 1,023,598 2,141,720 

５．減損損失 (注３) － 3,434 44,310 

６．販売費及び一般管理費   1,525,058 1,556,395 3,207,199 

営業費用合計   4,533,792 85.2 4,468,100 85.4 9,594,667 88.8

Ⅲ 営業利益   787,827 14.8 763,383 14.6 1,211,201 11.2

Ⅳ 営業外損益    

１．支払利息、社債発行差金償
却及び社債発行費 

  △48,889 △37,829 △93,966 

２．受取利息   12,535 15,822 26,288 

３．子会社株式売却益 (注９) － － 26,984 

４．関連会社株式売却益 (注４) － 61,962 508,492 

５．その他、純額   22,687 30,304 44,313 

営業外損益合計   △13,667 △0.3 70,259 1.3 512,111 4.7

税引前中間（当期）純利益（△
損失） 

  774,160 14.5 833,642 15.9 1,723,312 15.9

法人税等   304,068 5.7 334,851 6.4 713,918 6.6

当年度分   201,507 197,480 233,060 

繰延税額   102,561 137,371 480,858 

少数株主持分損益及び持分法に
よる投資利益（△損失） 
調整前利益（△損失） 

  470,092 8.8 498,791 9.5 1,009,394 9.3

少数株主持分損益   128,011 2.4 148,338 2.8 290,225 2.6

持分法による投資利益（△
損失） 

  2,473 0.1 △19,720 △0.4 △8,985 △0.1

中間（当期）純利益（△損失）   344,554 6.5 330,733 6.3 710,184 6.6

     



  

  

区分 
注記
番号 

金額（円） 金額（円） 金額（円） 

１株当たり情報：   

期中加重平均発行済普通株式数
（株） 

  15,740,969 14,805,270 15,475,366

中間（当期）純利益（△損失）   21,889.00 22,338.87 45,891.26

配当金   3,000.00 3,000.00 6,000.00



③【中間連結株主持分計算書】 

  

  

  

   
前中間連結会計期間

（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間連結会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 資本金  

期首残高  937,950 937,950 937,950

中間期末（期末）残高  937,950 937,950 937,950

Ⅱ 資本剰余金  

１．期首残高  2,722,092 2,799,828 2,722,092

２．子会社等の持分変動による増加 (注９) 59,295 41,272 77,736

中間期末（期末）残高  2,781,387 2,841,100 2,799,828

Ⅲ 利益剰余金  

１．期首残高  2,710,805 3,334,866 2,710,805

２．利益処分 
現金配当金 

 △39,354 △44,819 △39,353

３．中間配当 
現金配当金 

 － － △47,222

４．中間（当期）純利益（△損失）  344,554 330,733 710,184

５．その他の増減  452 － 452

中間期末（期末）残高  3,016,457 3,620,780 3,334,866

Ⅳ その他の包括利益（△損失）累積
額 

 

１．期首残高  27,129 63,066 27,129

２．その他の包括利益（△損失）  31,802 29,881 35,937

中間期末（期末）残高  58,931 92,947 63,066

Ⅴ 自己株式  

１．期首残高  △4 △367,107 △4

２．増減  △271 △539,663 △367,103

中間期末（期末）残高  △275 △906,770 △367,107

株主持分中間期末（期末）残高  6,794,450 6,586,007 6,768,603

   

包括利益（△損失）  

１．中間（当期）純利益（△損失）  344,554 330,733 710,184

２．その他の包括利益（△損失）  31,802 29,881 35,937

包括利益（△損失）合計  376,356 360,614 746,121



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

   
前中間連結会計期間

（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間連結会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ
ー 

 

中間（当期）純利益（△損失）  344,554 330,733 710,184 

中間（当期）純利益（△損失）か
ら営業活動によるキャッシュ・フ
ローへの調整： 

 

減価償却費  1,052,720 1,023,598 2,141,720 

減損損失 (注３) － 3,434 44,310 

繰延税額  102,561 137,371 480,858 

少数株主持分損益  128,011 148,338 290,225 

固定資産除却損  72,167 42,817 186,674 

子会社株式売却益 (注９) － － △26,984 

関連会社株式売却益 (注４) － △61,962 △508,492 

持分法による投資（△利益）損
失 

 △2,473 19,720 8,985 

受取手形及び売掛金の（△増
加）減少額 

 187,401 238,197 △37,130 

棚卸資産の（△増加）減少額  △67,751 △57,288 △46,771 

その他の流動資産の（△増加）
減少額 

 △24,609 37,894 △66,897 

買掛金及び未払人件費の増加
（△減少）額 

 △398,277 △398,689 29,595 

未払消費税等の増加（△減少）
額 

 △22,994 17,391 △35,483 

未払利息の増加（△減少）額  △2,577 △4,997 △782 

前受金の増加（△減少）額  9,492 13,880 8,292 

未払法人税等の増加（△減少）
額 

 △107,823 85,222 △231,037 

その他の流動負債の増加（△減
少）額 

 39,930 55,555 65,114 

未払退職年金費用の増加（△減
少）額 

 9,434 1,517 △95,606 

その他の固定負債の増加（△減
少）額 

 △22,069 △13,644 △49,903 

その他  △26,187 △19,557 △37,059 

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,271,510 1,599,530 2,829,813 



  

補足情報 

  

 

   
前中間連結会計期間

（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間連結会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロ
ー 

 

有形固定資産の取得による支出  △873,972 △909,901 △1,610,991 

有形固定資産の売却による収入  25,046 12,823 54,095 

長期投資による支出  △5,587 △114,940 △195,892 

長期投資の売却による収入 (注９) 32,937 38,130 776,369 

短期投資による支出  － △250,344 △361,850 

短期投資の償還による収入  － 201,065 113,576 

無形資産及びその他の資産の取
得 

 △213,039 △187,508 △543,668 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,034,615 △1,210,675 △1,768,361 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ
ー 

 

長期借入債務の増加による収入  195,200 194,416 343,814 

長期借入債務の返済による支出  △342,805 △249,382 △893,682 

配当金の支払額  △39,354 △44,819 △86,575 

自己株式の取得による支出  △271 △539,663 △367,103 

少数株主からの株式取得による
支出 

(注９) △20,804 △22,321 △105,363 

短期借入金及びその他の増加
（△減少）額 

 △14,757 23,872 △3,054 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △222,791 △637,897 △1,111,963 

Ⅳ 現預金及び現金同等物に係る換算
差額 

 2,433 5,364 1,049 

Ⅴ 現預金及び現金同等物の増加（△
減少）額 

 16,537 △243,678 △49,462 

Ⅵ 現預金及び現金同等物の期首残高  1,431,421 1,381,959 1,431,421 

Ⅶ 現預金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 

 1,447,958 1,138,281 1,381,959 

   

現預金支払額：  

支払利息  50,955 42,078 94,129 

法人税等（純額）  294,200 29,193 581,940 

現金支出を伴わない投資及び財務活
動： 

 

投資の売却による株式取得額  16,711 － 16,711 

キャピタル・リース債務発生額  9,011 7,469 18,522 



注記事項 

 

注１．会計処理の原則及び手続ならびに中間連結財務諸表の表示方法 

 当社の中間連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則（会計原則審議会

（Accounting Principles Board、以下「APB」）意見書、財務会計基準書（Statement of Financial 

Accounting Standards、以下「SFAS」）等）に基づいて作成しております。当社は、昭和36年６月に米国証券

取引委員会に米国預託証券の発行登録を行い、平成６年９月にニューヨーク証券取引所に上場しております。

よって当社は、米国預託証券の発行等に関して要請されている用語、様式及び作成方法により連結財務諸表を

作成し、米国証券取引委員会に登録しております。 

 当社及び当社の子会社（以下「NTTグループ」）が採用している会計処理の原則及び手続ならびに中間連結

財務諸表の表示方法のうち、わが国における会計処理の原則及び手続ならびに表示方法と異なるもので重要性

のあるものは以下のとおりであります。 

  

（１）持分法による投資利益（△損失）の表示区分 

 持分法による投資利益（△損失）については、「法人税等」の後に区分して表示しております。 

  

（２）代理店へ支払う一定の手数料 

 再販目的でNTTグループから端末機器を購入する代理店への一定の手数料支払を、これらの代理店への

端末機器販売にかかる収益の減額として組替えております。また、当該収益の減額を、手数料の支払時で

はなく、端末機器を代理店へ販売した時点で認識しております。 

  

（３）土木設備の減価償却方法 

 当社の国内連結子会社においては、平成14年度から土木設備に係る償却方法を変更（定率法から定額

法）しておりますが、米国会計基準においては従前の償却方法（定率法）を継続しております。当該差異

は、有形固定資産の個別財務諸表における減価償却方法の変更（定率法から定額法）について、変更時に

必要とされる会計処理が日本と米国では異なることに起因するものであります。 

  

（４）未払退職年金費用 

 SFAS第87号「事業主の年金会計」及び第88号「給付建年金制度の清算と縮小、退職給付の会計処理」に

基づき、未払退職年金費用を計上しております。 

 なお、当中間連結会計期間における退職給付費用算定上の基礎率である割引率について、当社及び当社

の国内連結子会社は2.5％を採用しておりますが、米国会計基準においては2.0％を採用しております。当

該差異は、割引率の設定方法が日本と米国では異なることに起因するものであります。 

  

（５）リース会計 

 SFAS第13号「リースの会計処理」に基づき会計処理しております。 

  



 

注２．重要な会計方針の要約 

（１）新会計基準の適用 

  

条件付資産除却債務に関する会計処理 

 平成17年４月１日より、米国財務会計基準審議会（Financial Accounting Standards Board、以下

「FASB」）解釈指針（Interpretation、以下「FIN」）第47号「条件付資産除却債務に関する会計処理－

SFAS第143号の解釈指針」を適用しております。この指針は資産除却に係る法的義務の特定及び報告に関す

る指針を提供するものであり、条件付の資産除却債務を負債として認識し、公正価値が見積可能な場合に

は、これらの債務発生時に公正価値で評価することを義務付けております。FIN第47号適用による経営成績

及び財政状態への影響はありません。 

  

（２）主要な会計方針 

  

連結の基本方針及び関連会社に対する投資の会計処理 

 中間連結財務諸表は、当社、当社が過半数の議決権を所有する子会社及びFIN第46号改訂の適用により連

結対象となる変動持分事業体（Variable Interest Entity、以下「VIE」）の勘定残高を含んでおります。

連結手続きにあたっては、全ての重要な連結会社間取引及び債権債務を消去しております。 

 海外子会社には中間会計期間末が６月30日のものがありますが、７月１日から９月30日の期間において発

生した重要な取引は中間連結財務諸表に反映しております。 

 当社が重要な影響力を行使しうる、あるいは当社が持分を20％から50％所有する関連会社への投資は、取

得原価に当該各社の未分配損益に対する当社の持分額を加減算した金額により計上しております。当社の持

分比率が20％未満で、重要な影響を及ぼしていない会社に対する投資は、原価法で処理しております。 

 当社は、APB意見書第18号「持分法投資に係る会計処理」に基づき、一時的ではないと考えられる価値の

下落による減損処理の要否を検討しております。評価を行う際に、当社はキャッシュ・フロー予測、外部の

第三者による評価及び株価分析等を含む入手可能な様々な情報を利用しております。その結果、価値の下落

が一時的でないと判断された場合には、損失を計上し、帳簿価額を切り下げております。 

 子会社あるいは関連会社が、当社における一株当たり平均帳簿価額と異なる価額により、第三者に対して

株式を発行する場合等があります。このような取引に関連して発生する持分変動差額については資本取引と

して処理しております。 

  

見積りの使用 

 米国会計基準に従った当社の中間連結財務諸表の作成にあたっては、経営者は一定の見積りや予測を行う

ことが必要となり、それらは中間連結会計期間末現在での資産・負債の計上額及び偶発資産・債務の開示、

ならびに中間連結会計期間の収益・費用の計上額に影響を与える場合があります。また、結果として、見積

額と実績額とが相違する場合があります。 

  



 

収益の認識 

 固定音声関連収入、移動音声関連収入、IP系・パケット通信収入及びその他の通信サービスに係る収益

は、顧客に当該サービスが提供された時点で認識しております。なお、移動音声関連収入及びIP系・パケッ

ト通信収入について、携帯電話（ＦＯＭＡ、ｍｏｖａ）サービスの月額基本使用料に含まれる一定限度額ま

でを無料通信分として当月の通信料から控除しております。従来、無料通信分は当月内のみ有効とし月額基

本使用料の全額を当月に収益認識しておりましたが、平成15年11月からは当月に未使用の無料通信分を２ヶ

月間自動的に繰越すサービス（「２ヶ月くりこし」サービス）の提供を開始しております。また、２ヵ月を

経過して有効期限切れとなる無料通信分の未使用額について、「ファミリー割引」サービスを構成する他回

線の当該月の無料通信分を超過した通信料に自動的に充当されるサービスを導入し、平成16年12月の月額基

本使用料に含まれる無料通信分から適用を開始しております。当月未使用の無料通信分のうち、有効期限前

に使用が見込まれる額について収益の繰延を行っておりますが、予想使用額を合理的に見積るに十分な過去

実績がないことから、現在のところ、未使用の無料通信分全額につき収益から控除し繰延べております。な

お、繰越された無料通信分については通信料収入と同様に顧客が通信をした時点で収益認識しております。 

 移動音声関連収入のうち契約事務手数料等の初期一括手数料は繰り延べ、サービス毎に最終顧客（契約

者）の見積平均契約期間にわたって収益として認識しております。また、関連する直接費用も、初期一括手

数料の金額を限度として繰り延べ、同期間で償却しております。 

 通信端末機器販売収入については、発生問題専門委員会（Emerging Issues Task Force、以下「EITF」）

01-09「売り手による顧客（自社製品再販業者を含む）への支払報酬に関する会計処理」を適用し、顧客

（販売代理店等）への引渡時に、通信端末機器販売に係る収益から代理店手数料の一部を控除した額を収益

として認識しております。当該引渡日とは、製品の所有権が販売代理店に移転し、所有によるリスクと便益

が実質的に移転したとみなされる日であります。 

 システムインテグレーション収入は、契約上の給付が完了した時点で認識しております。 

 なお、損失の発生が予測される場合の損失引当は、損失の発生が最初に予測され、損失の額が合理的に見

積り可能となった日の属する中間連結会計期間において行っております。 

  

現預金及び現金同等物 

 日々の必要資金を超えて保有する現預金は、主として定期預金、市場性のある日本政府の国債、コマーシ

ャルペーパー、CD現先に投資しております。これらのうち、取得日から３ヶ月以内に満期となる投資につい

ては中間連結貸借対照表上の「現預金及び現金同等物」に計上しており、当初の満期が取得日から３ヶ月を

超え、かつ中間連結会計期間末から12ヶ月以内の間に満期が到来する投資については中間連結貸借対照表上

の「短期投資」に計上しております。 

  

外貨換算 

 海外の子会社及び関連会社の資産・負債は中間決算日レートで円貨換算され、収益・費用は発生日レート

で換算されております。その結果生じた換算差額は、「その他の包括利益（△損失）累積額」に計上してお

ります。 

 外貨建金銭債権債務は、中間決算日レートで円貨換算され、その結果生じた為替差損益は、当該中間連結

会計期間の損益に計上しております。 

 NTTグループにおいては、一定の取引を外貨建で行っております。取引日から決済日までの間の為替相場

変動の影響は、中間連結損益計算書において「その他、純額」に計上しております。 

  



 

市場性のある有価証券 

 公正価値が容易に算定できる売却可能持分証券の未実現保有損益は、税効果調整後の金額により「その他

の包括利益（△損失）累積額」に計上しております。また、公正価値が容易に算定できない持分証券は取得

原価により計上しております。NTTグループは、市場性のある有価証券について、一時的でない下落が生じ

た場合の減損処理の必要性を定期的に検討しております。検討の結果、下落が一時的でないと判断される場

合、当該有価証券について公正価値まで評価減を行っております。満期保有目的の負債証券は償却原価法に

より評価しており、一時的でない市場価格の下落があった場合は正味実現価額まで評価減を行っておりま

す。実現した売却損益は移動平均法による原価法により算定し、損益に計上しております。 

  

棚卸資産 

 棚卸資産は、通信端末機器、仕掛品、材料品及び貯蔵品で構成されております。通信端末機器及び材料品

は、時価を超えない範囲で、先入先出法による原価法で計上しております。仕掛品は、主として顧客との契

約に基づくソフトウェア製作に関して発生した未完成の製造原価であり、原価と見積実現可能価額のいずれ

か低い価額により評価しております。貯蔵品は、時価を超えない範囲で、総平均法または個別法に基づく原

価法で計上しております。 

  

有形固定資産及び減価償却方法 

 有形固定資産は、取得原価により計上しております。一般に定額法が適用される建物を除き、減価償却費

は資産の見積耐用年数を基礎とした定率法で計算しております。一部の例外を除き、償却資産の見積耐用年

数は以下のとおりであります。 

ディジタル交換設備        ６年 

ケーブル設備         10～13年 

地中設備             27年 

鉄筋コンクリート造り建物   38～50年 

機械、工具及び備品      ２～20年 

 少額の維持費、修繕費は発生時に費用計上しております。 

  

利子費用の資産化 

 有形固定資産の建設に関連する利子費用のうち建設期間に係る部分については、資産の取得原価に算入

し、社内利用ソフトウェアの開発に伴う利子費用についても、同様に取得原価に算入しております。取得原

価に算入した利子費用については、関連資産の見積耐用年数にわたって償却しております。 

  

長期性資産の減損に関する会計処理 

 有形固定資産、ソフトウェアその他の無形資産を含む長期性資産については、SFAS第144号「長期性資産

の減損または処分の会計処理」に従い、当該資産の帳簿価額が回収できないことを示すような事象や状況の

変化が生じた場合においては、減損処理の必要性を検討することとしております。検討の結果、長期性資産

の使用及び処分から得られる割引前将来キャッシュ・フロー見積額が、資産の帳簿価額を下回る場合には、

当該資産の公正価値と帳簿価額の差額を損失として計上することとしております。 

  



 

営業権及びその他の無形資産 

 事業の買収に要した費用のうち当該買収により取得した純資産の公正価値を超過する部分については、営

業権に計上しております。NTTグループは、SFAS第142号「営業権及びその他の無形資産」を適用しており、

営業権の償却は行わず、年一回及び減損の兆候があった時点で減損テストを実施することとしております。 

 その他の無形資産の主なものは、コンピュータ・ソフトウェアと施設利用権であります。NTTグループに

おいては、米国公認会計士協会の参考意見書（Statement of Position、以下「SOP」）第98-1号「社内利用

ソフトウェアの会計処理」にしたがって、１年超の耐用年数を有する社内利用ソフトウェアを資産計上して

おります。社内利用ソフトウェアの事後の追加、変更、改良に要する費用は、当該ソフトウェアの機能が追

加される場合に限り資産計上しております。ソフトウェアの保守、訓練費用は発生時に費用処理しておりま

す。資産計上したコンピュータ・ソフトウェアは、概ね５年間にわたり定額法で償却しております。 

  

法人税等 

 法人税等は中間連結損益計算書上の「税引前中間（当期）純利益（△損失）」に基づいて算定されてお

り、資産・負債の帳簿価額と税務申告上の価額との間の一時差異及び繰越欠損金に対する税効果について、

資産・負債法により繰延税金資産及び負債を認識しております。評価性引当金は、翌期以降の税金軽減効果

の実現が期待できないと予想される場合に計上しております。 

 NTTグループは、連結納税制度を適用した会計処理及び表示を行っております。連結納税制度の適用によ

り、毎期の法人税額及び法人税等調整額について、連結納税会社の課税所得等を通算して算定するととも

に、法人税に係る繰延税金資産の回収可能性についても、連結納税会社の将来の課税所得見積額を通算した

金額に基づき評価することとなります。なお、当中間連結会計期間末における連結納税会社は、当社及び日

本国内の完全子会社134社であり、東西地域会社及びNTTコミュニケーションズが含まれております。 

  

金融派生商品（デリバティブ） 

 NTTグループは、外国為替や金利の変動リスクを管理するために、デリバティブを利用しております。NTT

グループにおいては、投機目的でデリバティブ取引を行うことはありません。 

 NTTグループは、SFAS第133号「デリバティブ商品及びヘッジ活動に関する会計処理」、SFAS第138号「特

定のデリバティブ商品及び特定のヘッジ活動に関する会計処理－SFAS第133号の改訂」及びSFAS第149号「デ

リバティブ商品及びヘッジ活動に関する会計処理－SFAS第133号の改訂」を適用しております。当該基準に

したがって、全てのデリバティブは、資産または負債のいずれかに公正価値で認識され、中間連結貸借対照

表上の「前払費用及びその他の流動資産」、「その他の資産」、「その他の流動負債」、「その他の固定負

債」等に計上しております。各デリバティブの流動・固定の区分は、各商品の満期が12ヶ月以内かそれを超

えるかによっております。デリバティブの公正価値の変動額は、損益または株主持分（「その他の包括利益

（△損失）累積額」）として認識しており、当該デリバティブがヘッジ取引として認められるか否か及び公

正価値またはキャッシュ・フローのヘッジを目的とするものであるか否かにより決定しております。 

 先物為替予約、金利スワップ契約、通貨スワップ契約の公正価値は、各中間連結会計期間末現在で契約を

清算したと仮定した場合にNTTグループが受け取る、または支払う金額を将来キャッシュ・フローの割引価

額によって算定したものに基づいて見積もられております。 

 公正価値ヘッジに分類するデリバティブ取引については、認識した資産及び負債、もしくは未認識の確定

契約の公正価値ヘッジとして指定し、かつヘッジが有効なデリバティブに係る公正価値の変動額は、損益に

計上したうえ、ヘッジ対象の資産及び負債の変動額と相殺しております。 

 キャッシュ・フローヘッジに分類されるデリバティブについては、予定取引、もしくは認識した資産及び

負債に関連するキャッシュ・フロー変動リスクに対するヘッジとして指定し、かつヘッジが有効なデリバテ

ィブに係る公正価値の変動額は、まず「その他の包括利益（△損失）累積額」に計上し、ヘッジ取引が実現

した時点で損益に振替えております。 

  



 

 NTTグループでは、SFAS第133号のもとでヘッジ会計が適用されない場合であっても、特定の経済的リスク

をヘッジするためにデリバティブを行う場合があります。この場合、デリバティブの公正価値の変動額は損

益に計上しております。 

 NTTグループにおいては、ヘッジ手段とヘッジ対象の関係、ヘッジ取引を行ううえでのリスク管理方針等

について、正式文書として規定しており、公正価値ヘッジまたはキャッシュ・フローヘッジとして指定され

る全てのデリバティブとヘッジの対象である(1）中間連結貸借対照表における特定の資産・負債または(2）

特定の確定契約・予約取引を明確化しております。NTTグループは、ヘッジ取引に利用されているデリバテ

ィブが、ヘッジ対象の公正価値の変動やキャッシュ・フローの変動額に対して十分な相殺効果を有している

か否か、また、これらのデリバティブが将来にわたって十分な有効性を持つことが期待できるか否かについ

て、ヘッジ取引の開始時点と少なくとも毎四半期ごとに検証しております。この結果、デリバティブがヘッ

ジ取引として十分な有効性を持たないと判断された場合においては、ヘッジ会計の適用を中止し、ヘッジ効

果が認められないデリバティブの金額やヘッジの有効性評価を行っていないデリバティブの損益を中間連結

損益計算書上「その他、純額」に計上しております。 

 ヘッジ会計が適用された金融商品からのキャッシュ・フローは、中間連結キャッシュ・フロー計算書上、

ヘッジ対象と同じ区分に計上しております。 

  

１株当たり中間（当期）純利益 

 基本的１株当たり中間（当期）純利益（Earnings Per Share、以下「EPS」）は、期中の平均発行済株式

数に基づいて計算しており、無償新株式の発行を考慮して調整しております。希薄化後EPSは、新株式発行

をもたらす権利の行使や契約の履行、新株式への転換によって起こる希薄化の影響を考慮して計算しており

ます。当社は、各中間連結会計期間及び連結会計年度において希薄効果のある有価証券を発行していないた

め、基本的EPSと希薄化後EPSに差異はありません。 

  

株式分割による無償新株式の発行 

 資本準備金を資本金に振替えることにより、株式分割による無償新株式の発行を行う場合があります。 

  

包括利益 

 包括利益は、SFAS第130号「包括利益の報告」において、資本取引によるものを除く株主持分の総変動額

として定義されております。NTTグループにおける包括利益は、「中間（当期）純利益（△損失）」に、外

貨換算調整額、未実現有価証券評価損益、追加最小年金債務調整額、未実現デリバティブ評価損益の増減額

からなる「その他の包括利益（△損失）」を加減したもので構成されております。 

  

変動持分事業体（VIE） 

 FIN第46号改訂の適用により、当社は、不動産、ソフトウェアなどの資産の流動化等を目的とした、不動

産開発及び賃貸に係るVIE（平成16年９月30日、平成17年９月30日及び平成17年３月31日現在の総資産はそ

れぞれ約240億円、約230億円及び約230億円）及びシステム賃貸等に係るVIE（平成16年９月30日、平成17年

９月30日及び平成17年３月31日現在の総資産はそれぞれ約510億円、約530億円及び約550億円）について、

当社が第一受益者となるVIEと認識されることから、連結対象としております。 

 また、上記の当社が第一受益者となるVIEのほか、不動産開発及び賃貸に係るプロジェクト推進を目的と

したVIE（平成16年９月30日、平成17年９月30日及び平成17年３月31日現在の総資産はそれぞれ約610億円、

約840億円及び約740億円）について、当社が重要な変動持分を有するVIEと認識しており、当社は、当該VIE

に対する優先出資額（平成16年９月30日、平成17年９月30日及び平成17年３月31日現在、それぞれ90億円、

147億円及び147億円）を持分法に準じて毎期評価するとともに、当該VIEの資金調達に関して他の出資者と

共同で責任を負う義務を有することから、当該VIEに関連して優先出資額を超えて将来発生する可能性のあ

る損失は、平成16年９月30日、平成17年９月30日及び平成17年３月31日現在、それぞれ最大で約260億円、

約350億円及び約300億円と見積っております。 

  



 

資産除却に係る債務に関する会計処理 

 NTTグループは、SFAS第143号「資産除却債務に関する会計処理」を適用しております。SFAS 第143号

は、有形固定資産の除却に関連した法的義務を負債として認識し、公正価値が見積可能な場合には、これら

の債務発生時に公正価値で評価することを義務付けております。企業が資産除却義務のための負債を最初に

認識する場合には、費用を資産計上して、関連する有形固定資産の帳簿価額を増加させる必要があります。 

 NTTグループは、主にNTTグループの電気通信設備等を設置する賃借地ならびに賃借ビル等に係る原状回復

義務をSFAS第143号の対象となる主な法的義務と考えており、関連する債務の公正価値の見積りを実施して

おりますが、その金額は軽微であります。 

  

厚生年金基金の代行返上に関する会計処理 

 NTTグループは、EITF03-02「厚生年金基金の代行部分の日本国政府への返還に関する会計処理」を適用し

ております。EITF03-02は、日本国の雇用者に、退職給付債務の代行部分とそれに関連する年金資産の日本

国政府への返還処理が完了するまでの全体の過程を「一つの取引」として会計処理するように求めておりま

す。また、EITF03-02は、代行部分とそれに関連する年金資産を実際に返還するまでは、会計処理を行わな

いこととしており、企業が算定した代行部分見合いの退職給付債務と政府が算定した年金資産の要返還額と

の差額は政府からの補助金の性格を有するものとみなし、返還差益として認識すべきとしております。 

 平成15年６月、エヌ・ティ・ティ厚生年金基金（以下「NTT厚生年金基金」）は、確定給付企業年金法の

施行に伴い、日本国政府に対し、NTT厚生年金基金の代行部分について将来分支給義務免除の認可申請を行

い、同年９月に認可を受けておりますが、EITF03-02に従い、すべての返上手続きが完了するまで代行部分

の清算に係る会計処理は発生いたしません。 

 返上の時期及び清算に伴う影響額等は未定であります。 

  

最近公表された会計基準 

 平成16年11月、FASBは、SFAS第151号「棚卸資産の原価－会計調査広報（Accounting Research 

Bulletin、以下「ARB」）第43号第４章の改訂」を公表しました。SFAS第151号は、ARB第43号第４章「棚卸

資産の評価」の指針を改訂するものであり、遊休設備に関連する費用、運搬費、処理費用及び仕損品が異常

に発生した場合の会計処理を明確にするものであります。従前のARB第43号第４章は、上記費用が異常に発

生した場合に期間費用として認識することを規定しておりました。SFAS第151号は、「異常に発生した場

合」という条件に合致するか否かに関わらず、当該費用を全て期間費用として認識することを要求しており

ます。また、SFAS第151号は、固定間接費を生産設備の正常操業度に基づいて加工費に配賦することを要求

しております。SFAS第151号は平成17年６月16日以降に開始する事業年度から発生する棚卸資産原価に対し

て適用となるため、NTTグループにおいては平成18年度からの適用となります。SFAS第151号適用による経営

成績及び財政状態への影響はありません。 

  

 平成16年12月、FASBはSFAS第123号「株式に基づく報酬の会計処理」を改訂しました。SFAS第123号改訂は

APB意見書第25号「従業員へ発行する株式の会計処理」に規定する処理を廃止し、公正価値法による処理を

要求しております。SFAS第123号改訂は平成17年６月16日以降に開始する会計年度から適用となり、NTTグル

ープにおいては平成18年度から適用となります。当社は現在、SFAS第123号改訂適用による影響について検

討中であります。 

  



 

 平成16年12月、FASBはSFAS第152号「不動産共同使用取引に関する会計処理－SFAS第66号及び第67号の改

訂」を公表しました。この基準書はSFAS第66号「不動産売却の会計処理」を改訂するものであり、不動産共

同使用取引に関する指針を提供しているSOP第04－２号「不動産共同取引使用に関する会計処理」の参照を

要求しております。また、同基準書はSFAS第67号「不動産プロジェクトの原価及び賃貸営業の開始の会計処

理」を改訂し、賃貸営業の開始及び不動産プロジェクトの売却時に発生する原価に関する指針を不動産共同

使用取引には適用しないことを規定しております。SFAS第152号は平成17年６月16日以降に開始する会計期

間から適用となり、NTTグループにおいては平成18年度から適用となります。SFAS第152号適用による経営成

績及び財政状態への影響はありません。 

  

 平成16年12月、FASBはSFAS第153号「非貨幣資産の交換－APB意見書第29号の改訂」を公表しました。この

基準書は類似する生産用資産の非金銭取引に関する例外規定を削除し、これに代わり、取引としての実体を

有さない非貨幣資産の交換に関する例外規定を採用しました。SFAS第153号は平成17年６月16日以降に開始

する会計期間から発生する非貨幣取引に対して適用となり、NTTグループにおいては平成18年度から適用と

なります。当社は、SFAS第153号適用による影響は軽微であります。 

  

 平成17年５月、FASBはSFAS第154号「会計上の変更及び誤謬の修正－APB意見書第20号及びSFAS第３号の改

訂」を公表しました。この基準書はAPB意見書第20号「会計上の変更」及びSFAS第３号「会計上の変更を中

間財務諸表で如何に報告するか」を代替するものであり、会計原則の変更に係る会計処理及び報告について

の規定を変更しております。従前のAPB意見書第20号は、任意の会計原則の変更について、その累積的影響

額を変更した期の純利益に含めて計上するよう規定しておりましたが、SFAS第154号は過年度財務諸表へ遡

及して適用するよう規定しております。SFAS第154号は平成17年12月16日以降に開始する会計年度から適用

となるため、NTTグループにおいては平成18年度から適用となります。当社は、SFAS第154号適用による影響

は将来の会計原則変更の有無に左右されると考えております。 

  

勘定科目の組替え再表示 

 当中間連結会計期間の表示方法に合わせるため、過年度財務諸表の一部の金額について、組替え再表示を

行っております。 

 前連結会計年度末において、従来、連結損益計算書に表示しておりました「固定音声伝送収入」「移動音

声伝送収入」「データ伝送収入」「専用収入」を「固定音声関連収入」「移動音声関連収入」「IP系・パケ

ット通信収入」に組替え再表示しております。 

  



 

注３．長期性資産の減損 

ＰＨＳ事業の減損 

 前連結会計年度において、ＰＨＳ事業の方向性を踏まえ、NTTグループはSFAS第144号に従い、ＰＨＳ事業に

係る長期性資産の回収可能性について検討しました。ＰＨＳ事業に係る長期性資産の公正価値を測定するにあ

たっては、観察可能な市場価格がないことから、当該長期性資産から発生する将来の割引キャッシュ・フロー

を用いております。前連結会計年度において、NTTグループはＰＨＳ事業の将来キャッシュ・フローがマイナ

スとなると予測したことから、ＰＨＳ事業に係る長期性資産の簿価を全額減損しました。これにより、前連結

会計年度において移動通信事業セグメントに係る非現金の長期性資産の減損損失として、44,310百万円を計上

しました。また、当中間連結会計期間において取得したＰＨＳ事業資産につきましても全額減損しておりま

す。これにより、当中間連結会計期間において長期性資産の減損損失として、432百万円を計上しておりま

す。減損損失は中間連結損益計算書の「減損損失」に計上しております。 

  

注４．関連会社投資 

 平成16年５月27日、当社子会社である株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ（以下「NTTドコモ」）は

Hutchison 3G UK Holdings Limited（以下「H3G UK」）の全保有株式をH3G UKの親会社であるHutchison 

Whampoa Limited（以下「HWL」）に120百万ポンドで売却する契約を締結しました。当該契約においては、対

価は最終の受取りを平成18年12月の予定とする３回の分割で、現金もしくは、HWLの子会社で平成16年10月15

日に香港にて株式を上場したHutchison Telecommunications International Limited（以下「HTIL」）の株式

によるものとなっております。この契約の締結に伴い、NTTドコモは議決権や役員派遣等の少数株主としての

権利を放棄し、重要な影響を及ぼし得なくなったため、H3G UKを持分法の適用範囲から除外しました。 

 前連結会計年度において、NTTドコモはHTIL株式187,966,653株（約80百万ポンド相当）を第１回目の対価の

支払いとしてHWLより受領しました。 

 平成17年５月９日、NTTドコモはHWLより対価の支払いを前倒しで実施するとの通知を受領し、平成17年６月

23日に対価を受領しました。これらの取引に伴い、当中間連結会計期間において関連会社株式売却益として

61,962百万円を計上しております。 

  

 NTTドコモは、三井住友カード株式会社（以下「三井住友カード」）、株式会社三井住友フィナンシャルグ

ループ及び株式会社三井住友銀行との間で、「おサイフケータイ」を利用した新クレジット決済サービス事業

の共同推進を中心とした業務提携及び三井住友カードとの資本提携について合意しました。この合意に基づ

き、NTTドコモは平成17年７月11日、三井住友カードの発行済株式総数の34％に相当する普通株式を、増資引

受け等により98,000百万円で取得しました。この取引に伴い、株式取得日より三井住友カードに対して持分法

を適用しております。 

  

 NTTグループは、関連会社投資に関し、一時的ではないと考えられる価値の下落による減損処理の要否を検

討・評価しております。当該検討・評価の結果、衛星通信事業者であるジェイサット株式会社への投資につい

て一時的ではない価値の下落が見られると判断し、当中間連結会計期間において19,379百万円の減損額を計上

しております。当該減損額は、中間連結損益計算書の「持分法による投資利益（△損失）」に計上しておりま

す。 

  



 

注５．市場性のある有価証券及びその他の投資 

 市場性のある有価証券及びその他の投資は売却可能な有価証券と満期保有目的の負債証券を含んでおりま

す。平成16年９月30日、平成17年９月30日及び平成17年３月31日現在の主な有価証券の種類別の原価、未実現

保有損益及び公正価値は以下のとおりであります。 

  

  

  

  

 当社は、通常の事業活動の過程において、長期保有目的で投資有価証券を保有しており、「市場性のある有

価証券及びその他の投資」に含めて計上しております。平成16年９月30日、平成17年９月30日及び平成17年３

月31日現在のこれらの原価法により評価される投資有価証券の簿価総額は、それぞれ73,528百万円、74,444百

万円及び74,116百万円となっております。 

  

  平成16年９月30日現在（百万円） 

  原価 未実現保有利益 未実現保有損失 公正価値 

売却可能証券：         

持分証券 52,486 100,603 311 152,778 

負債証券 850 － 10 840 

満期保有目的証券：         

負債証券 16,888 130 － 17,018 

合 計 70,224 100,733 321 170,636 

  平成17年９月30日現在（百万円） 

  原価 未実現保有利益 未実現保有損失 公正価値 

売却可能証券：         

持分証券 57,569 175,464 135 232,898 

負債証券 152,272 2 135 152,139 

満期保有目的証券：         

負債証券 6,789 23 － 6,812 

合 計 216,630 175,489 270 391,849 

  平成17年３月31日現在（百万円） 

  原価 未実現保有利益 未実現保有損失 公正価値 

売却可能証券：         

持分証券 70,352 126,641 534 196,459 

負債証券 151,271 58 16 151,313 

満期保有目的証券：         

負債証券 16,271 61 0 16,332 

合 計 237,894 126,760 550 364,104 



  

 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における売却可能証券の売却額、実現利益及

び実現損失は以下のとおりであります。 

  

 平成16年９月30日、平成17年９月30日及び平成17年３月31日現在、満期保有目的負債証券の償還期限別の内

訳は以下のとおりであります。 

  

      （百万円） 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

売却額 27,991 6,396 37,371 

実現利益 431 4,541 6,780 

実現損失 1,124 190 1,178 

            （百万円） 

  平成16年９月30日現在 平成17年９月30日現在 平成17年３月31日現在 

  原価 公正価値 原価 公正価値 原価 公正価値 

１年以内に満期 6,323 6,382 5,000 5,009 11,207 11,253 

１年後から５年後までの間に満期 6,565 6,629 1,289 1,302 1,064 1,075 

５年後から10年後までの間に満期 4,000 4,007 500 501 4,000 4,004 

10年後以降に満期 － － － － － － 

合 計 16,888 17,018 6,789 6,812 16,271 16,332 

注６．セグメント情報 

 以下に報告されているオペレーティング・セグメントは、そのセグメントごとの財務情報が入手可能なもの

で、その財務情報はNTTグループの経営陣によって、経営資源の配分の決定及び業績の評価に用いられており

ます。 

 「地域通信事業」セグメントは、主に固定音声関連収入、IP系・パケット通信収入、通信端末機器販売収

入、その他の営業収入からなっております。 

 「長距離・国際通信事業」セグメントは、主に固定音声関連収入、IP系・パケット通信収入、通信端末機器

販売収入、その他の営業収入からなっております。 

 「移動通信事業」セグメントは、主に移動音声関連収入、IP系・パケット通信収入、通信端末機器販売収

入、その他の営業収入からなっております。 

 「データ通信事業」セグメントは、システムインテグレーション収入からなっております。 

 また、「その他の事業」セグメントには、主に建築物の保守、不動産賃貸、システム開発、リース、研究開

発等に係るその他の営業収入が含まれております。 

  



 

ビジネスセグメント情報 

営業収益： 

（百万円） 

  

セグメント別損益： 

（百万円） 

  

 セグメント間の取引は、独立企業間取引価格によっております。また、営業利益は、営業収益から営業費用

を差し引いた額であります。 

 地域別情報については、海外売上高に重要性がないため、開示しておりません。 

 各中間連結会計期間及び連結会計年度において、総収益の10％以上の営業収益が、単一の外部顧客との取引

から計上されるものはありません。 

  

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

地域通信事業             

外部顧客に対するもの   1,921,823   1,869,794   3,937,789 

セグメント間取引   314,206   318,315   651,772 

  小計   2,236,029   2,188,109   4,589,561 

長距離・国際通信事業             

外部顧客に対するもの   506,653   529,901   1,045,218 

セグメント間取引   57,652   52,517   119,580 

  小計   564,305   582,418   1,164,798 

移動通信事業             

外部顧客に対するもの   2,440,267   2,347,905   4,821,941 

セグメント間取引   11,686   25,550   22,669 

  小計   2,451,953   2,373,455   4,844,610 

データ通信事業             

外部顧客に対するもの   328,237   329,546   721,816 

セグメント間取引   43,068   49,507   110,804 

  小計   371,305   379,053   832,620 

その他の事業             

外部顧客に対するもの   124,639   154,337   279,104 

セグメント間取引   440,679   444,713   946,619 

  小計   565,318   599,050   1,225,723 

セグメント間取引消去   △867,291   △890,602   △1,851,444 

合 計   5,321,619   5,231,483   10,805,868 

  前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

営業利益       

地域通信事業 140,942 118,854 246,759 

長距離・国際通信事業 41,128 33,532 62,329 

移動通信事業 545,432 558,368 784,166 

データ通信事業 16,094 12,695 36,894 

その他の事業 35,299 32,891 37,554 

合 計 778,895 756,340 1,167,702 

セグメント間取引消去 8,932 7,043 43,499 

営業利益 787,827 763,383 1,211,201 

注７．リース取引 

 平成16年９月30日、平成17年９月30日及び平成17年３月31日現在、１年を超えて解約不能な残存（もしくは

初期）リース契約期間を有するオペレーティング・リースに係る将来の最低支払予定リース料は以下のとおり

であります。 

  



 

  

  
最低支払予定リース料（百万円） 

平成16年９月30日現在 平成17年９月30日現在 平成17年３月31日現在 

１年以内 3,537 3,801 3,818 

１年超 33,299 29,392 30,301 

合 計 36,836 33,193 34,119 

注８．研究開発費 

 研究開発費は、発生時の費用に計上しております。前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会

計年度の研究開発費は、それぞれ144,521百万円、140,023百万円及び318,074百万円であります。 

  

注９．子会社株式の会計処理 

 平成16年５月、NTTドコモは自己株式43,000株を総額8,447百万円で取得しました。その結果、当社のNTTド

コモに対する持分比率が63.6％から63.7％に上昇しました。当該取引に伴う3,289百万円の持分変動差額につ

いては、前中間連結会計期間末の中間連結貸借対照表及び前連結会計年度末の連結貸借対照表において営業権

に計上しております。 

 平成16年８月、NTTドコモは自己株式1,815,526株を総額332,241百万円で取得しました。当社は1,748,000株

を売却しており、当社のNTTドコモに対する持分比率が63.7％から62.4％に低下しました。その結果、当該取

引に伴う59,295百万円の持分変動差額については、前中間連結会計期間末の中間連結貸借対照表及び前連結会

計年度末の連結貸借対照表において連結資本剰余金に計上しております。 

 平成16年11月から平成17年３月において、NTTドコモは自己株式465,627株を総額84,558百万円で取得しまし

た。その結果、当社のNTTドコモに対する持分比率が62.4％から63.0％に上昇しました。当該取引に伴う

29,368百万円の持分変動差額については、前連結会計年度末の連結貸借対照表において営業権に計上しており

ます。 

 平成17年５月から平成17年６月において、NTTドコモは自己株式102,383株を総額16,916百万円で取得しまし

た。その結果、当社のNTTドコモに対する持分比率が63.0％から63.2％に上昇しました。当該取引に伴う5,213

百万円の持分変動差額については、当中間連結会計期間末の中間連結貸借対照表において営業権に計上してお

ります。 

 平成17年８月、NTTドコモは自己株式1,561,220株を総額259,163百万円で取得しました。NTTグループは

1,528,658株を売却しており、当社のNTTドコモに対する持分比率が63.2％から62.0％に低下しました。その結

果、当該取引に伴う41,272百万円の持分変動差額については、当中間連結会計期間末の中間連結貸借対照表に

おいて連結資本剰余金に計上しております。 

 なお、NTTドコモは、中間連結会計期間終了後の平成17年12月において、市場買付けにより自己株式43,244

株を総額8,000百万円で取得しておりますが、当社は保有株式の売却を実施しておりません。この結果、当社

のNTTドコモに対する持分比率は62.0％となり、当該取引に伴う持分変動差額については、当連結会計年度末

の連結貸借対照表において営業権に計上する予定であります。 

  

 平成16年11月、当社子会社であるエヌ・ティ・ティ都市開発株式会社（以下「NTT都市開発」）が東京証券

取引所へ株式を上場したことに伴い、当社は保有するNTT都市開発株式83,277株（オーバーアロットメントに

よる売出し分17,277株を含む）を総額35,676百万円で売却しており、前連結会計年度において、26,984百万円

の子会社株式売却益を営業外収益に計上しております。また、同日、NTT都市開発は新株式132,000株を発行

し、総額56,549百万円を受領しており、当該取引に伴う17,022百万円の持分変動差額については、前連結会計

年度末の連結貸借対照表において資本剰余金に計上しております。 

 一連の取引の結果、当社のNTT都市開発に対する持分比率は100％から67.3％に低下しております。 

  



 
 

注10．金融商品 

デリバティブ及びヘッジ取引 

 NTTグループは、通常の事業活動の過程において、長期借入債務、その他の金融資産・負債を含むいくつか

の金融商品を保有しております。そのような金融商品は、金利や外国為替相場の変動によるマーケットリスク

にさらされております。NTTグループは、そのようなリスクを軽減するため、リスク管理方針を制定し、先物

為替予約、金利スワップ契約、通貨スワップ契約及び金利オプション契約といったデリバティブを利用してお

ります。NTTグループにおいては、投機目的でデリバティブ取引を行うことはありません。 

外国為替相場変動のリスク・マネジメント 

 NTTグループは、外貨建長期借入債務に関する外国為替相場の変動リスクをヘッジするため、先物為替予約

及び通貨スワップ契約を締結しております。その場合の契約では、原債務と同じ満期が設定されます。 

金利変動のリスク・マネジメント 

 NTTグループがさらされている金利変動によるマーケットリスクは、主に債務に関するものであります。NTT

グループは、原則として固定金利による長期借入債務を有しております。金利スワップ契約は、変動金利の原

債務・資産から固定金利の債務・資産に転換するために締結されます（逆のケースもあります）。また原債務

の金利上昇リスクをヘッジするため、金利オプション契約を締結することがあります。なお、これらの商品に

ついては、信用力の高い金融機関と契約を行っております。 

公正価値ヘッジ 

 公正価値ヘッジとして指定されたデリバティブには、固定金利債務の公正価値が変化するリスクを軽減する

ために使用される金利スワップ契約が含まれます。NTTグループは、利率や通貨が異なる多様な借入債務を有

しており、通常それらの借入債務について、将来キャッシュ・フローを固定化する方針をとっております。し

かしながら、NTTグループは、ALM（資産・負債の総合管理）上、特定の借入債務の公正価値を保持するため

に、変動支払・固定受取の金利スワップ契約を利用する場合もあります。公正価値ヘッジとして指定されたデ

リバティブとヘッジ対象は、いずれも、中間連結貸借対照表上、公正価値により計上しております。公正価値

ヘッジとして十分な有効性を有し、かつ、そのように予め指定されたデリバティブの公正価値の変動額は、ヘ

ッジ対象の公正価値の変動額とともに、当期の損益「その他の純額」として認識しております。当中間連結会

計期間において、公正価値ヘッジのうち有効性が認められない部分（この部分は個別に損益に計上される）に

重要性はなく、公正価値ヘッジの有効性の評価を行わなかったものはありません。 

キャッシュ・フローヘッジ 

 キャッシュ・フローヘッジとして指定されたデリバティブには、先物為替予約、通貨スワップ契約及び金利

スワップ契約が含まれます。NTTグループは、円建以外の外貨建借入債務を有しており、為替変動リスクにさ

らされております。NTTグループは、リスク管理方針に従って先物為替予約または通貨スワップ契約を締結す

ることにより、利息及び元本の将来キャッシュ・フローを円建で固定化しております。これにより、NTTグル

ープは、為替変動リスクを回避することができます。また、NTTグループは、変動金利の長期借入債務を有し

ております。NTTグループは、リスク管理方針に従って固定支払・変動受取の金利スワップ契約を締結するこ

とにより、支払利息の将来キャッシュ・フローを固定化することとしております。これにより、NTTグループ

は、金利変動リスクを回避することができます。キャッシュ・フローヘッジとして十分な有効性を有し、か

つ、そのように予め指定されたデリバティブの公正価値の変動額は、ヘッジ対象取引のキャッシュ・フローの

変動が損益「その他の純額」に計上されるまでの間、「その他の包括利益（△損失）」に計上しております。

当中間連結会計期間において、これらのキャッシュ・フローヘッジは有効であり、有効性が認められない部分

やヘッジの有効性の評価を行わなかったものに重要性はありません。 

  



 

金融商品の公正価値 

 先物為替予約、金利スワップ契約、通貨スワップ契約の契約額等、帳簿価額及び公正価額は、下表のとおり

であります。公正価額については各中間連結会計期間末及び連結会計年度末現在で契約を清算したと仮定した

場合にNTTグループが受け取るまたは支払う金額を将来キャッシュ・フローの割引価額によって算定したもの

に基づいて見積もられております。 

  

  

  

  

信用リスクの集中 

 平成17年９月30日現在、NTTグループにおいて、特定の相手との取引が著しく集中し、突然の倒産により重

大な影響を及ぼすような状況（信用リスクの集中）はありません。 

  

  平成16年９月30日現在（百万円） 

  契約額等 帳簿価額 公正価額 

先物為替予約 249,621 1,536 1,536 

金利スワップ・通貨スワップ契約 710,399 △3,767 △3,767 

合 計 960,020 △2,231 △2,231 

  平成17年９月30日現在（百万円） 

  契約額等 帳簿価額 公正価額 

先物為替予約 11,043 △253 △253 

金利スワップ・通貨スワップ契約 714,946 △7,963 △7,963 

合 計 725,989 △8,216 △8,216 

  平成17年３月31日現在（百万円） 

  契約額等 帳簿価額 公正価額 

先物為替予約 10,827 △208 △208 

金利スワップ・通貨スワップ契約 678,388 △5,272 △5,272 

合 計 689,215 △5,480 △5,480 

注11．偶発債務 

 平成17年９月30日現在、保証債務に関する偶発債務は23,473百万円であります。平成17年９月30日現在の主

な内訳は、関連会社である環宇郵電国際租賃有限公司の借入金に対する保証17,274百万円であります。 

 平成17年９月30日現在、NTTグループにおいては、財政状態や経営成績に重要な影響をもたらすような未解

決の訴訟、係争及び損害賠償は存在しておりません。 

  

注12．担保資産 

 平成16年９月30日、平成17年９月30日及び平成17年３月31日現在、日本電信電話株式会社法第９条の規定に

より、当社の総財産を社債の一般担保に供しております。なお、日本電信電話株式会社法の一部を改正する法

律（平成９年法律第98号）附則第９条の規定により、当社はNTT東日本、NTT西日本及びNTTコミュニケーショ

ンズと連帯して平成11年６月30日以前に発行した社債の債務を負うとともに、４社の総財産を当該社債の一般

担保に供しております。 

  



  

  

注13．後発事象 

 平成17年10月24日、NTTドコモは、KPN Mobile N.V.（以下「KPN Mobile」）との資本関係を解消しました。

KPN Mobileとのｉモードライセンス契約は、今後も従前どおり継続されます。 

 NTTドコモはKPN Mobileの親会社Koninklijke KPN N.V.（以下「KPN」）に、NTTドコモの保有するKPN 

Mobileの株式全て（2.16％相当）を譲渡しました。一方、KPNは同社が保有するｉモード関連の特許・ノウハ

ウ使用に関してNTTドコモに協力するなどｉモードアライアンスの円滑な運営に同意するとともに、現金５百

万ユーロ（692百万円）をNTTドコモへ支払いました。本合意に伴い、当連結会計年度において、投資有価証券

売却益として為替換算差額を含め40,030百万円を営業外収益に計上する予定であります。また、譲渡された株

式公正価値と受領した現金の差額等14,062百万円を今回の合意からNTTドコモが享受する便益の対価として営

業費用に計上する予定であります。 

  

 当社は、平成17年９月29日開催の取締役会において、10月から12月中に、長期資金を電信電話債券及び外貨

建社債ならびに長期借入により、総額1,500億円以下で調達することを決議し、これに基づき、下記債券の発

行を行っております。 

  

区分 第50回電信電話債券 

発行年月日 平成17年12月２日 

発行総額 700億円 

発行価格 額面100円につき99円95銭 

利率 1.58％ 

償還期限 平成27年９月18日 

使途 設備資金等 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

 

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   414,441  6,500 115,802  

２．売掛金   113  204 1,567  

３．貯蔵品   261  267 213  

４．短期貸付金   517,856  470,426 426,792  

５．その他の流動資産   176,681  78,088 124,039  

流動資産合計    1,109,354 12.3 555,487 6.7  668,415 8.0

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産 (注１) 215,956  211,562 217,430  

(2）無形固定資産   20,176  20,863 20,892  

(3）投資その他の資産       

１．投資有価証券   4,804,432  4,822,553 4,820,173  

２．長期貸付金   2,803,744  2,615,354 2,617,890  

３．その他の投資等   54,487  49,843 55,994  

投資その他の資産
合計 

  7,662,664  7,487,751 7,494,057  

固定資産合計    7,898,798 87.7 7,720,177 93.3  7,732,381 92.0

Ⅲ 繰延資産    706 0.0 727 0.0  652 0.0

資産合計    9,008,859 100.0 8,276,392 100.0  8,401,448 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   559  592 1,135  

２．短期借入金   －  50,000 －  

３．１年以内に償還予
定の社債 

(注２) 234,270  225,528 162,685  

４．１年以内に返済予
定の長期借入金 

  301,573  248,784 256,244  

５．未払法人税等   12,719  7,935 18,197  

６．その他の流動負債 (注４) 100,141  180,438 146,807  

流動負債合計    649,264 7.2 713,279 8.6  585,071 7.0

Ⅱ 固定負債       

１．社債 (注２) 1,733,243  1,609,422 1,614,827  

２．長期借入金   1,062,017  993,561 1,001,578  

３．退職給付引当金   27,869  29,695 29,299  

４．その他の固定負債   411  393 404  

固定負債合計    2,823,541 31.3 2,633,073 31.8  2,646,110 31.5

負債合計    3,472,805 38.5 3,346,352 40.4  3,231,181 38.5

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    937,950 10.4 937,950 11.3  937,950 11.2

Ⅱ 資本剰余金       

資本準備金   2,672,826  2,672,826 2,672,826  

資本剰余金合計    2,672,826 29.7 2,672,826 32.3  2,672,826 31.8

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   135,333  135,333 135,333  

２．任意積立金   1,133,394  1,131,530 1,133,394  

３．中間（当期）未処
分利益 

  651,953  948,073 651,486  

利益剰余金合計    1,920,680 21.3 2,214,937 26.8  1,920,214 22.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   4,870 0.1 11,097 0.1  6,384 0.1

Ⅴ 自己株式    △274 △0.0 △906,770 △10.9  △367,107 △4.4

資本合計    5,536,053 61.5 4,930,040 59.6  5,170,267 61.5

負債・資本合計    9,008,859 100.0 8,276,392 100.0  8,401,448 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

 

    
前中間会計期間 

（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前事業年度の要約損益計算書
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益 (注１)  200,104 100.0 192,398 100.0  323,261 100.0

Ⅱ 営業費用 (注２)  78,985 39.5 77,531 40.3  179,551 55.5

営業利益    121,118 60.5 114,867 59.7  143,709 44.5

Ⅲ 営業外収益 (注３)  35,444 17.7 31,827 16.5  69,483 21.4

Ⅳ 営業外費用 (注４)  31,232 15.6 28,090 14.6  61,492 19.0

経常利益    125,331 62.6 118,604 61.6  151,700 46.9

Ⅴ 特別利益 (注５)  319,173 159.5 249,383 129.6  350,659 108.5

税引前中間（当
期）純利益 

   444,504 222.1 367,987 191.2  502,360 155.4

法人税、住民税及
び事業税 

(注６) 38,300  22,970 53,900  

法人税等調整額 (注６) △2,700 35,600 17.8 5,405 28,375 14.7 △7,200 46,700 14.4

中間（当期）純利
益 

   408,904 204.3 339,612 176.5  455,660 141.0

前期繰越利益    243,048 608,461  243,048 

中間配当額    － －  47,222 

中間（当期）未処
分利益 

   651,953 948,073  651,486 

        



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 

前中間会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方

法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）子会社株式及び関連会社株式 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法 

 移動平均法による原価法 同左   

② その他有価証券 ② その他有価証券 (2）その他有価証券 

ア．時価のあるもの ア．時価のあるもの ① 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定しておりま

す） 

同左  期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定

しております） 

イ．時価のないもの イ．時価のないもの ② 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同左  移動平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

 貯蔵品については、最終仕入

原価法による原価法によってお

ります。 

(2）たな卸資産 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及び評価

方法 

 貯蔵品については、最終仕入原

価法による原価法によっておりま

す。 

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ３．固定資産の減価償却の方法 

 有形固定資産については定率法

（ただし建物は定額法）、無形固

定資産については定額法によって

おります。 

 耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。 

 なお、建物については、法人税

法に規定する償却限度額に到達し

た後も実質残存価額まで償却を行

っております。 

 また、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年以内）に基づく定額

法によっております。 

同左 同左 



  

 

前中間会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については債権

の回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上することとして

おります。 

 なお、当中間会計期間におい

ては、引当金の計上はありませ

ん。 

同左  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については債権

の回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上することとして

おります。 

 なお、当期においては、引当

金の計上はありません。 

(2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 過去勤務債務については、発

生時の従業員の平均残存勤務期

間に基づく年数による定額法に

より、発生時から費用処理して

おります。 

 数理計算上の差異について

は、発生時の従業員の平均残存

勤務期間に基づく年数による定

額法により、翌期から費用処理

しております。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

 過去勤務債務については、発

生時の従業員の平均残存勤務期

間に基づく年数による定額法に

より、発生時から費用処理して

おります。 

 数理計算上の差異について

は、発生時の従業員の平均残存

勤務期間に基づく年数による定

額法により、翌期から費用処理

しております。 

４．リース取引の処理方法 ４．リース取引の処理方法 ５．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引にかかる方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

同左 同左 



  

 

前中間会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

５．ヘッジ会計の方法 ５．ヘッジ会計の方法 ６．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジによっておりま

す。ただし、為替予約等につい

ては振当処理を適用しており、

また、金利スワップ取引のう

ち、「金利スワップの特例処

理」（金融商品に係る会計基準

注解（注14））の対象となる取

引については、当該特例処理を

適用しております。 

同左 同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段 ① ヘッジ手段 ① ヘッジ手段 

 ヘッジ手段として、為替予

約取引、通貨スワップ取引、

クーポン・スワップ（金利部

分のみの通貨スワップ）取

引、金利スワップ取引及び金

利オプション取引等、または

これらの組み合わせによる取

引を行うこととしておりま

す。 

同左 同左 

② ヘッジ対象 ② ヘッジ対象 ② ヘッジ対象 

 ヘッジ対象は、将来の市場

価格（為替・金利等）の変動

により時価または将来キャッ

シュ・フローが変動するリス

クのある資産（有価証券、貸

付金及び未収金等）または負

債（社債、借入金及び未払金

等）としております。 

同左 同左 

(3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

 為替リスクのある資産及び負

債については、社内規程に基づ

き、為替予約、通貨スワップ等

により為替リスクをヘッジして

おります。 

 金利リスクのある資産及び負

債については、社内規程に基づ

き、金利スワップ等により金利

リスクをヘッジしております。 

同左 同左 



  

 

前中間会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象及びヘッジ手段に

ついて、毎四半期末に個別取引

毎のヘッジ効果を検証しており

ますが、ヘッジ対象の資産また

は負債とヘッジ手段について元

本、利率、期間等の重要な条件

が同一である場合には、本検証

を省略することとしておりま

す。 

同左 同左 

６．消費税等の会計処理 ６．消費税等の会計処理 ７．消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 同左 同左 

────── ７．固定資産の減損に係る会計基準 ────── 

   当中間会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。 

 この変更に伴う税引前中間純利

益への影響はありません。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

 

  
前中間会計期間末
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

注１ 有形固定資産の減価償却累計額 有形固定資産の減価償却累計額 有形固定資産の減価償却累計額 

  213,717百万円 225,053百万円 218,677百万円 

注２  日本電信電話株式会社等に関す

る法律第９条の規定により、総財

産を社債の一般担保に供しており

ます。 

 なお、日本電信電話株式会社法

の一部を改正する法律（平成９年

法律第98号）附則第９条の規定に

より、当社は、東日本電信電話

㈱、西日本電信電話㈱及びエヌ・

ティ・ティ・コミュニケーション

ズ㈱と連帯して平成11年６月30日

以前に発行した社債の債務を負う

とともに、４社の総財産を当該社

債の一般担保に供しております。 

 日本電信電話株式会社等に関す

る法律第９条の規定により、総財

産を社債の一般担保に供しており

ます。 

 なお、日本電信電話株式会社法

の一部を改正する法律（平成９年

法律第98号）附則第９条の規定に

より、当社は、東日本電信電話

㈱、西日本電信電話㈱及びエヌ・

ティ・ティ・コミュニケーション

ズ㈱と連帯して平成11年６月30日

以前に発行した社債の債務を負う

とともに、４社の総財産を当該社

債の一般担保に供しております。 

 日本電信電話株式会社等に関す

る法律第９条の規定により、総財

産を社債の一般担保に供しており

ます。 

 なお、日本電信電話株式会社法

の一部を改正する法律（平成９年

法律第98号）附則第９条の規定に

より、当社は、東日本電信電話

㈱、西日本電信電話㈱及びエヌ・

ティ・ティ・コミュニケーション

ズ㈱と連帯して平成11年６月30日

以前に発行した社債の債務を負う

とともに、４社の総財産を当該社

債の一般担保に供しております。 

  
  
社債   

(１年以内に償還予定のものを

含む) 

  1,967,513百万円 

  
社債   

(１年以内に償還予定のものを

含む) 

  1,834,951百万円

社債   

(１年以内に償還予定のものを

含む) 

  1,777,513百万円

  
  
上記のうち平成11年６月30日以

前に発行した社債 

(１年以内に償還予定のものを

含む) 

  1,003,028百万円 

  
上記のうち平成11年６月30日以

前に発行した社債 

(１年以内に償還予定のものを

含む) 

  823,028百万円

上記のうち平成11年６月30日以

前に発行した社債 

(１年以内に償還予定のものを

含む) 

  823,028百万円

注３  他社の金融機関からの借入金等

に対して次のとおり保証を行って

おります。 

 他社の金融機関からの借入金等

に対して次のとおり保証を行って

おります。 

 他社の金融機関からの借入金等

に対して次のとおり保証を行って

おります。 

  
  
㈱エヌ・ティ・
ティ・ファイナ
ンス・ジャパン 

109,450百万円

  

  

エヌ・ティ・テ
ィ・リース㈱ 

75,800百万円 ㈱エヌ・ティ・
ティ・ファイナ
ンス・ジャパン 

87,800百万円

     前事業年度末において当社が行

っていた㈱エヌ・ティ・ティ・フ

ァイナンス・ジャパンの債務に対

する保証については、㈱エヌ・テ

ィ・ティ・ファイナンス・ジャパ

ンとエヌ・ティ・ティ・リース㈱

が合併したことにより、合併存続

会社であるエヌ・ティ・ティ・リ

ース㈱に承継しております。 

  

注４  消費税等については、仮受消費

税等計上額から仮払消費税等計上

額を控除した残額をその他の流動

負債に含めて表示しております。 

同左 ────── 



（中間損益計算書関係） 

  
 

  
前中間会計期間 

（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

注１  営業収益のうち受取配当金、グ

ループ経営運営収入及び基盤的研

究開発収入 

 営業収益のうち受取配当金、グ

ループ経営運営収入及び基盤的研

究開発収入 

 営業収益のうち受取配当金、グ

ループ経営運営収入及び基盤的研

究開発収入 

  
  
受取配当金 113,385百万円

グループ経営運営
収入 

10,465百万円

基盤的研究開発収
入 

69,617百万円

  
受取配当金 110,325百万円

グループ経営運営
収入 

10,141百万円

基盤的研究開発収
入 

63,438百万円

受取配当金 144,067百万円

グループ経営運営
収入 

20,931百万円

基盤的研究開発収
入 

139,234百万円

注２  営業費用のうち減価償却実施額  営業費用のうち減価償却実施額  営業費用のうち減価償却実施額 

  
  
有形固定資産 6,887百万円

無形固定資産 8,625百万円

  
有形固定資産 6,889百万円

無形固定資産 6,314百万円

有形固定資産 13,634百万円

無形固定資産 15,845百万円

注３  営業外収益のうち受取利息及び

物件貸付料 

 営業外収益のうち受取利息及び

物件貸付料 

 営業外収益のうち受取利息及び

物件貸付料 

  
  
受取利息 26,171百万円

物件貸付料 6,839百万円

  
受取利息 23,587百万円

物件貸付料 6,199百万円

受取利息 51,374百万円

物件貸付料 13,636百万円

注４  営業外費用のうち支払利息及び

物件貸付費用 

 営業外費用のうち支払利息及び

物件貸付費用 

 営業外費用のうち支払利息及び

物件貸付費用 

  
  
支払利息 
(社債利息を含む) 

27,586百万円

物件貸付費用 2,916百万円

  
支払利息 
(社債利息を含む) 

23,919百万円

物件貸付費用 2,767百万円

支払利息 
(社債利息を含む) 

53,710百万円

物件貸付費用 6,555百万円

注５  特別利益  特別利益  特別利益 

  
  
関係会社株式売却
益 

319,173百万円

  
関係会社株式売却
益 

249,383百万円 関係会社株式売却
益 

350,659百万円

注６  当中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当事業年

度末において予定している利益処

分による特別償却準備金の取崩し

を前提として、当中間会計期間に

係る金額を計算しております。 

同左 ────── 



（リース取引関係） 

 

前中間会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 
  
取得価額相当額 4,894百万円

減価償却累計額相
当額 

2,028百万円

中間期末残高相当
額 

2,866百万円

  
取得価額相当額 1,275百万円

減価償却累計額相
当額 

638百万円

中間期末残高相当
額 

637百万円
  

取得価額相当額 1,362百万円

減価償却累計額相
当額 

693百万円

期末残高相当額 668百万円

無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産 
  
取得価額相当額 28百万円

減価償却累計額相
当額 

9百万円

中間期末残高相当
額 

18百万円

  
取得価額相当額 29百万円

減価償却累計額相
当額 

16百万円

中間期末残高相当
額 

12百万円
  

取得価額相当額 28百万円

減価償却累計額相
当額 

14百万円

期末残高相当額 14百万円

合計 合計 合計 
  
取得価額相当額 4,923百万円

減価償却累計額相
当額 

2,038百万円

中間期末残高相当
額 

2,885百万円

  
取得価額相当額 1,305百万円

減価償却累計額相
当額 

654百万円

中間期末残高相当
額 

650百万円
  

取得価額相当額 1,390百万円

減価償却累計額相
当額 

707百万円

期末残高相当額 682百万円

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額 

  
１年以内 128百万円

１年超 4,356百万円

合計 4,484百万円

  
１年以内 95百万円

１年超 844百万円

合計 939百万円

１年以内 100百万円

１年超 858百万円

合計 958百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
  

支払リース料 269百万円

減価償却費相
当額 

105百万円

支払利息相当
額 

191百万円

  
支払リース料 91百万円

減価償却費相
当額 

46百万円

支払利息相当
額 

27百万円

支払リース料 515百万円

減価償却費相
当額 

176百万円

支払利息相当
額 

363百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同左 同左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法は利息

法によっております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

１．前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

  

２．当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

  

３．前事業年度末（平成17年３月31日） 

  

 

  
  中間貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

  子会社株式 19,459 5,891,102 5,871,642 

  関連会社株式 9,603 5,865 △3,737 

  合計 29,062 5,896,967 5,867,905 

  
  中間貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

  子会社株式 41,129 6,506,844 6,465,714 

  関連会社株式 9,603 21,314 11,711 

  合計 50,733 6,528,159 6,477,426 

  
  貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

  子会社株式 41,742 6,027,946 5,986,204 

  関連会社株式 9,603 8,012 △1,591 

  合計 51,345 6,035,958 5,984,613 



（１株当たり情報） 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 

前中間会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

  
１．１株当たり純資
産額 

351,702円92銭

２．１株当たり中間
純利益 

25,977円09銭

  
１．１株当たり純資
産額 

356,669円28銭

２．１株当たり中間
純利益 

22,938円61銭

１．１株当たり純資
産額 

346,069円68銭

２．１株当たり当期
純利益 

29,439円71銭

  
前中間会計期間

（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで）

当中間会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで）

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで）

中間（当期）純利益（百万円） 408,904 339,612 455,660 

普通株主に帰属しない金額 
（百万円） 

－ － 70 

（うち利益処分による役員賞与
金（百万円）） 

－ － 70 

普通株式に係る中間（当期）純
利益（百万円） 

408,904 339,612 455,590 

普通株式の期中平均株式数
（株） 

15,740,969 14,805,270 15,475,366 



（重要な後発事象） 

  

  

前中間会計期間 
（平成16年４月１日から 
平成16年９月30日まで） 

当中間会計期間
（平成17年４月１日から 
平成17年９月30日まで） 

前事業年度 
（平成16年４月１日から 
平成17年３月31日まで） 

１．平成16年11月において、第19回

定時株主総会決議に基づき、下記

のとおり自己株式の取得を実施し

ております。 

 平成17年９月29日開催の取締役会

において、10月から12月中に、長期

資金を電信電話債券及び外貨建社債

等並びに長期借入により、総額

1,500億円以下で調達することを決

議し、これに基づき、下記債券の発

行を行っております。 

  

区分 
日本電信電話㈱
第50回電信電話債券 

発行年月日 17.12.２

発行総額 
（百万円） 

70,000

発行価格 
（円） 

99.95

利率（％） 1.58

償還期限 27.９.18

使途 子会社への貸付金等

 平成17年３月29日開催の取締役会

において、４月から６月中に、長期

資金を電信電話債券及び外貨建社債

等並びに長期借入により、総額

1,500億円以下で調達することを決

議し、これに基づき、下記債券の発

行を行っております。 

  

区分
日本電信電話㈱ 
第13回スイスフラン
建普通社債 

発行年月日 17.６.27 

発行総額
2.5億スイスフラン
（21,707百万円） 

発行価格
（％） 

100.377 

利率（％） 1.875 

償還期限 24.６.27 

使途 子会社への貸付金等 

(1）取得した株式の種類 

当社普通株式 

(2）取得した株式の総数 

800,145株 

(3）株式の取得価額の総額 

366,466百万円 

(4）取得の方法 

市場買付け 

２．当社の子会社であるエヌ・テ

ィ・ティ都市開発株式会社が、平

成16年11月４日付をもって、東京

証券取引所へ株式を上場したこと

に伴い、当社保有の同社株式の一

部を以下のとおり売却しておりま

す。 

(1）売却株式数 

普通株式 83,277株（オーバ

ーアロットメントによる売出

し分17,277株を含む。） 

(2）売却益 

31,486百万円 

(3）売却後の当社の持株比率 

67.3％ 



(2）【その他】 

 平成17年11月９日開催の取締役会において、平成17年９月30日において株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株

主等に対し、第21期の中間配当を次のとおり行うことを決議しております。 

  

  

  

  

中間配当金の総額 41,467,323千円    

１株当たりの中間配当金 3,000円    

支払請求権の効力発生日 
並びに支払開始日 

平成17年12月13日    



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1）有価証券報告書及びその添付書類、並びにこれらの訂正報告書 

 事業年度（第20期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日、平成17年８月11日、平成17年９月

２日、関東財務局長に提出。 

  

(2）発行登録書及びその添付書類、発行登録追補書類及びその添付書類、並びにこれらの訂正発行登録書 

 平成17年６月30日、平成17年８月11日、平成17年８月24日、平成17年９月２日、平成17年９月15日、平成17年10月６日、平成

17年11月18日、平成17年12月16日、関東財務局長に提出。 

  

(3）臨時報告書 

 平成17年８月24日、関東財務局長に提出。 

 （企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号に基づく臨時報告書） 

  

(4）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成17年３月１日 至 平成17年３月31日）平成17年４月14日、関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年４月30日）平成17年５月11日、関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年５月１日 至 平成17年５月31日）平成17年６月13日、関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年６月30日）平成17年７月８日、関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年６月28日 至 平成17年６月30日）平成17年７月８日、関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年７月31日）平成17年８月12日、関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年８月１日 至 平成17年８月31日）平成17年９月12日、関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日）平成17年10月６日、関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日）平成17年11月14日、関東財務局長に提出。 

 報告期間（自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日）平成17年12月13日、関東財務局長に提出。 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

日 本 電 信 電 話 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本電信電話株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主持分計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（中間連結財務諸表注１及び注

２参照）に準拠して、日本電信電話株式会社及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 
  
会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 上 野 紘 志 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 浜 田   康 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 初 川 浩 司 

      

あ ず さ 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 正 典 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 天 野 秀 樹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 金 井 沢 治 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１５日

日 本 電 信 電 話 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本電信電話株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主持分計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（中間連結財務諸表注１及び注

２参照）に準拠して、日本電信電話株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 
  
会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士   奥 山 章 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士   浜 田   康 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士   木 下 俊 男 

      

あ ず さ  監  査  法  人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士   佐 藤 正 典 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士   天 野 秀 樹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士   金 井 沢 治 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１５日

日 本 電 信 電 話 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本電信電話株式会社の

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第２０期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本電信電

話株式会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 上 野 紘 志 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 浜 田   康 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 初 川 浩 司 

      

あ ず さ 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 正 典 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 天 野 秀 樹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 金 井 沢 治 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１５日

日 本 電 信 電 話 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本電信電話株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２１期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、日本電信電

話株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士   奥 山 章 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士   浜 田   康 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士   木 下 俊 男 

      

あ ず さ  監  査  法  人 

  
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   佐 藤 正 典 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   天 野 秀 樹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士   金 井 沢 治 
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